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＊厚生労働省
・児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策の決定について（7月20日）P.3
＊いじめ
・いじめが発生する教室と発生しない教室。その違いとは？（PHPオンライン衆知・7月11日）P.3
・いじめ「心配かけたくない」３割　大津市の小中学生アンケート（京都新聞・7月22日）P.7
＊虐待
・家庭に問題も…愛媛の公立小中「口腔崩壊」３割（読売新聞・7月2日）P.7
・目黒女児虐待死　「一日里親」子守る地域の挑戦（毎日新聞・7月6日）P.8
・虐待親は悪魔か？必要なのは罰よりも社会保障だ——木村草太×山下敏雅（Business Insider Japan／Yahooニュース・7月9日）P.10 
・「児童相談所の抜本改革を」 子ども虐待防止学会が要望書（ＴＢＳ系／Yahooニュース・7月13日）P.14 
・児相判断に医師関与を　目黒・女児死亡で虐待医学会 （日経新聞・7月14日）P.14 
・児童相談所、東京の区が開設準備　都と協調なるか （日経新聞・7月14日）P.14
・一時保護に「躊躇なき対応」　面会、引き取り拒否も　児相権限を明確化　ガイドラインで都道府県に通知（産経新聞・7月17日）P.16 
・「一時保護ためらわずに」　厚労省、児相の対応強化（日経新聞・7月18日）P.16
フォームの終わり
・児童福祉司、４年で２０００人増＝５歳児虐待死で緊急対策－政府（時事通信・7月19日）P.17
・児童虐待、児相と警察が全件共有へ　大阪府（日経新聞・7月20日）P.17
フォームの終わり
・虐待防止、政府が緊急対策　児相間の引き継ぎ徹底（日経新聞・7月20日）P.18
フォームの終わり
・虐待にはメカニズムが存在する。専門家が提唱する「防止」の戦略とは（HUFFPOST/Yahooニュース・7月21日）P.18 
・（社説）児童虐待防止　悲劇をなくす対策に（朝日新聞・7月25日）P.20
・全虐待情報、警察と共有へ　埼玉、８月から（日経新聞・7月28日）P.21
フォームの終わり
・児童虐待に特化、虐待防止のプログラム導入　法務省が勉強会（産経新聞・7月29日）P.22
・幼い命の叫び、国を動かす　虐待死で緊急対策（日経新聞・7月30日）P22
フォームの終わり
＊体罰
・教職員らによる体罰は減少、暴言は増加…都内公立学校の実態を調査（リセマム／Yahooニュース・7月2日）P.23
・「恐怖心」で言うことをきかせてはいけない！（ALLAbout／Yahooニュース・7月10日）P.24
＊障がい
・障害者の性犯罪被害防止で法整備を 国に要望へ（NHKニュース・7月4日）P.26
・未婚のひとり親支援拡充へ　障害児通所など負担軽減　厚労省（日経新聞・7月12日）P.27 
フォームの終わり
・仕事を諦めた親も…通級指導への送迎「大変」　往復１時間半以上も　発達障害などの児童生徒対象の教室（西日本新聞・7月23日）P.28 
＊子どもの貧困
・低所得世帯の高校生２万人が給付金申請漏れ　周知不足で（朝日新聞・7月3日）P.29
・貧困支援だけじゃない「こども食堂のカタチ」とは　大阪・西成区で３か所の食堂に密着（Yahooニュース・7月14日）　　P.30
＊性暴力
・刑法犯の認知件数、最少ペース　警察庁、上半期まとめ　性犯罪の摘発増（日経新聞・7月19日）
P.34 
＊性的搾取
・店から消えたＪＫ　ネット潜行、都外に移動も　規制条例施行１年（産経新聞・7月16日）P.35
＊SOGI（ソギ・性的指向と性自認／Sexual Orientation＆ Gender Identity）

・もしも友達にLGBTと打ち明けられたら…？（ALLAbout／Yahooニュース・7月21日）P.35
＊SNS関連
・ネット依存のおそれ、中高生５２万人　厚労省が推計（朝日新聞・7月20日）P.37 
・家族といてもスマホ６割　日本、４カ国調査で最高（日経新聞・7月26日）P.37 
フォームの終わり
＊その他
・予算面で後回し、見逃しも　学校の危険塀に各地で対策（朝日新聞・7月2日）P.38
・＜中学と高校＞文化部活動にも休養日や活動時間の指針設定へ（毎日新聞／Yahooニュース・7月10日）P.39 
・【Japan Data】小中学生の不登校は4年連続増の13万3683人：中学生は友人関係に悩む（nippon.com／Yahooニュース・7月12日）P.39 
・【性教育】10代の中絶が少ない富山　出前授業に奮闘する産婦人科医たち（Yahooニュース・7月13日）P.40
・「あそびってあほみたい」？遊びを奪う保育所・幼稚園の重罪　（現代ビジネス／Yahooニュース・7月26日）　　　　P.45
・離婚後も双方に責任を…「共同親権」新制度検討（読売新聞・7月15日）P.49
・高校生以下の略取誘拐が増加傾向　下校時間帯に注意（朝日新聞・7月19日）P.49 
・子どもの「疲れた」は熱中症のサイン　小児科医が警鐘（朝日新聞・7月21日）P.50 
・「塀の中」の面接員　少年らの話聞く　篤志頼み、確保課題（毎日新聞・7月25日）P.51 
＊厚生労働省
・児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策の決定について（7月20日）
https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000212239_00002.html
＊いじめ
・いじめが発生する教室と発生しない教室。その違いとは？（PHPオンライン衆知・7月11日）
＜＜内閣府の調査により、18歳以下の自殺者数が最も多いのは夏休み明けの9月1日だということが明らかになった。

30年以上にわたり、日本でも世界でも様々ないじめ研究が行なわれ、数多くの社会理論が磨かれてきた。こうしたエビデンスに基づき、本当に有効ないじめ対策を行わなければならないと主張する荻上チキ氏。

評論家であり、NPO法人ストップいじめ！ナビ代表理事を務める荻上氏が「いじめを生む教室」の本質に迫った。＞＞
いじめの発生要因は環境要因や集団心理が大きく関わる
日本のいじめ研究は、1980年代中頃から出発しました。

当初こそ、被害者や加害者の性格原因論が多くありましたが、徐々にクラスや部活など、所属する集団の特性に着目する研究が多く出てきました。

さらに、教師の指導法がクラスの雰囲気に与える影響や、集団に与えられているストレスの度合いなど、より広く環境面に着目する研究も増加しています。

他方で、個人がいじめを行わないですむため、いじめから避難できるようにするための実践教育の開発など、様々な分野での研究が進んでいます。

個人論から集団論、そして環境論へ、すなわち、個人モデルではなく環境モデルの重視へと移ってきました。

今ではいじめ対策を考える際には、個人の資質の問題だけではなく、環境要因が集団心理などにも大きな影響力を持つということに、しっかりと目を向けていく必要があります。

環境を是正することによって、いじめの発生を抑えたり、早期の対処を促したりすることができるのです。

私はこうしたことをわかりやすく伝えるために、教室には「不機嫌な教室」と「ご機嫌な教室」があるのだ、と言うようにしています。

「不機嫌な教室」とは、ストレスが多く、人間関係がぎすぎすしていて、いじめが起きやすい教室のこと。

一方、「ご機嫌な教室」とは、ストレスが少なく、みんながにこやかに安心して過ごせる教室のことです。

それにはたまたま顔を合わせた生徒たちの相性や、先生との相性も関わってはいるのですが、それ以外にも、教室の運用方法など、様々な要因が関わっていると考えられています。
厳しい規律が生むストレス要因を取り除き、自由度の高い教室に
では、いじめが多い教室とは、どんな教室なのでしょうか。

いじめの議論の中で主要な理論の一つに「ストレッサー説」というものがあります。

これは、児童・生徒が感じたストレスを発散する際、学校空間ではその発散の仕方が限られてしまっているがゆえに、非行や不登校、いじめといった逸脱行動が発生するのだという説です。

学校の教室というのは、他人に時間を管理されている環境なので、自分好みのストレス発散がなかなかできません。

いじめというのは、「それなりにおもしろいゲーム」なので、そういう形でストレスが発露してしまうのですが、「なによりもおもしろいゲーム」ではありません。
もしもいじめが絶対的におもしろいものであるならば、どれだけ対策をしようともなくすのは不可能と言えるでしょう。

しかし、いじめという形でストレスを発散していた人が別の発散方法を手に入れると、いじめをしなくてもすむようになることがわかっています。

問題は、学校では「クラスから離脱する」ことも、「ゲームやスマホなどを持ち込み、ストレス発散する」ことも禁じられていることです。

いじめが起こりにくい環境にするためには、そうしたストレス要因を取り除くと同時に、より多くの児童が持つそれぞれの特性に対して寛容で、自由度の高い教室を作っていくことが重要なのです。
指導という名の体罰がいじめのきっかけを与えることも
個別のデータを見てみると、どんな教室でいじめが発生するのかを調べた調査がいくつもあります。

例えば、鈴木智之「学校における暴力の循環と『いじめ』」（社会労働研究、1998）などでは、体罰の多い教室はいじめが頻発することが指摘されています。

これにはいくつかの理由が挙げられると思います。

一つは、先生が体罰を振るうことによって、生徒に対して、暴力や制裁にゴーサインを出してしまうこと。

教師による体罰は、正義を口実にすれば、特定の生徒に対して暴力を行うことも許されるのだと生徒に学習させてしまう、すなわち「懲らしめの連鎖」を生んでしまうのです。

もう一つは、体罰自体が大きなストレッサーであることです。さらに言えば、体罰を行う教師は、体罰だけではなく普段から厳しい指導をする傾向があります。

例えば、怒号を発する、厳しいノルマを課す、過剰な「生徒指導」をするなどです。そうした教師のもとでは、生徒は体罰のみならず、様々なストレスを受けていることになります。

クリスティーン・ポラスらによる「敬意の欠如は社員と顧客の喪失につながる　『無礼』が利益を蝕む」（「ハーバード・ビジネス・レビュー」2013年12月）では、労働現場で行われる「無礼なふるまい」が、生産性を削ぐことが指摘されています。

ほかにも、目撃ストレスの影響に関する様々なレポートが存在します。直接暴言を吐かれた人の作業の処理能力、創造性、報告意欲、他人をサポートする意欲などが下がるのはもちろんのこと、他人が暴言を吐かれるのを目撃しただけの人にも同様のことが起きることがわかっているのです。

大人同士で行えば「無礼」だと思われる行為でも、子どもを相手にであれば平然と行う人は少なくありません。しかも、学校という場所では、「生徒指導」の名のもとに、そうしたことが行われてしまいます。

「無礼」がはびこる「不機嫌な環境」で生産性が下がるのは、大人社会でも子ども社会でも同じです。

体罰教師のいる教室では、先生自ら生徒にストレスを与えることで、いじめが頻発化します。

いじめが頻発化すると、ターゲットとなる児童・生徒が増えると同時に、特定のターゲットが長期間いじめられるケースも出てきます。頻度が上がると、いじめがエスカレートして、より深刻な内容になるのです。

体罰はそもそも禁止されてる行為ですが、ただそれを受けた児童・生徒の心の傷となるだけでなく、副次的にいじめなどの様々な問題を引き起こしてしまうことも、頭に入れておいていただきたいと思います。
理不尽な指導を受けて自殺した生徒が感じていたこと
また、直接的な暴力でなくても、心理的な加害の影響も軽視してはいけません。ここ数年、「指導死」という言葉を耳にすることが増えました。

直接的に暴力を振るう体罰ではないのだけれども、理不尽で不適切な指導を行うことによって児童・生徒を自殺に追い込んでしまうような事件が相次いでいるのです。

そうした問題を解決するために、「指導死親の会」という団体を立ち上げて啓蒙活動をしている方もいらっしゃいます。

理不尽な指導を受け、自殺をしてしまった生徒たちの手記を見ると、他の生徒たちの前で叱咤されたり、濡れ衣を着せられるなどして、大きな辱めを受けたことにより、「もうこの場にはいたくない」と感じていたことがわかります。

そしてそれが「この世にいたくない」という気持ちに発展してしまうのです。

子どもにとって、「家」と「学校」というのは、居場所として非常に大きなシェアを占める場所です。学校に居場所がなくなると、社会的な接点がかなり制約されてしまいます。

みんなの前で辱めを受けたり、つるし上げられたりすることによって、「みんなから嗤われる存在になってしまった」という自尊心の低下を招いてしまい、それが不登校、自殺につながってしまうわけです。

理不尽な指導は、それを受ける本人の気持ちだけでなく、周りの生徒へも影響をもたらします。

「あの人また怒られている」というからかいのキッカケを与えたり、「あの子にならこういうことをしても許されるだろう」というラベリングを促したりすることで、いじめを助長してしまうのです。
そうした指導のあり方を見直していかなくてはいけません。
飲み物を飲んではダメ、スマホ持ち込み禁止…行動を制限され増大するストレス
学校ストレスを考える、という点において、学校の先生の役割は、非常に大きい。抑圧的な態度をとる教師のいる教室ではいじめが多い教師の抑圧的な態度がいじめを助長する、というデータもあります。

例えば先の鈴木論文では、服装や髪型指導を厳しくする教室とそうではない教室とを比べた場合、厳しい先生のもとで授業を受けた児童・生徒は、より頻繁にいじめを経験する傾向があると指摘されています。

服装や髪型を指導する先生というのは、同じく他の指導も厳しく行っているでしょう。荒れているから指導が厳しくなるのか、厳しいから荒れるのか。因果関係については、いずれの方向もありえますが、過剰なルールが様々なストレッサーになっていくことは容易に想像できます。

そもそも、学校への携帯電話の持ち込み禁止や、授業中に飲み物を飲んではいけない、といったようなルールは、なかなかに理不尽なものです。他にも、出歩きや漫画の持込みを禁止しているのも同様です。

こうした過剰なルールが存在するのは、何かトラブルがあった時に教師が対処しなくてはならないのが面倒だからなのでしょうが、そこまで先生が責任を持たなくてはならないのかという思いもあります。

事故や盗難があったら、それは警察が対処すべき問題だと割り切ってしまえばいいのですが、日本には「学校で起きたトラブルは学校内で対処する」という習わしがあります。

しかし、それが結果的に、教室空間における生徒のストレス発散を妨げているという現状は、今後議論されるべき問題だと感じています。

本記事は荻上チキ著『いじめを生む教室』（PHP新書）より一部抜粋・編集したものです。
https://headlines.yahoo.co.jp/article?a=20180711-00010000-php_s-bus_all

・いじめ「心配かけたくない」３割　大津市の小中学生アンケート（京都新聞・7月22日）
　大津市は、市内の小中学生を対象にしたいじめに関する本年度のアンケートの結果をまとめた。いじめにあった際に、相談しない子どもは「心配をかけたくない」「知られたくない」などと内面にこもる傾向が明らかになった。
　調査は毎年実施し、２０１６年度からほぼ現在の設問になった。本年度は市内の小学４～６年と中学全学年の計７５３６人に５～６月、抽出調査した。
　いじめられた際の相談者は、「誰にも相談しなかった」が３６％で、前年度までと同じ傾向だった。以下、「保護者」２５・８％、「友達か先輩・後輩」１３・３％、「担任」１１・４％が続いた。
　相談しない理由では「心配や迷惑をかけたくない」（２８・９％）「知られたくない」（２６・３％）が上位だった。他は「解決しないと思った」が２５・９％、「よりひどくいじめられる」が２１％だった。一方、何らかの形で相談した場合、「されなくなった」が２０・７％、「少なくなった」が４１・７％と６割が解決の方向に向かった。「ひどくなった」は３・１％だった。
　いじめの有無と形態では「なかった」が６８・５％で、「悪口やおどし文句など」が１７・２％、「仲間外れや無視など」が１１・８％、「軽くたたかれたり、蹴られたりなど」が８・８％だった。近年問題になっているネットいじめは４・２％だった。
　市いじめ対策推進室は「相談してもらうために子どもの意識も変える必要があり、相談の大切さを伝えていきたい」としている。
http://www.kyoto-np.co.jp/top/article/20180722000035

＊虐待
・家庭に問題も…愛媛の公立小中「口腔崩壊」３割（読売新聞・7月2日）
　未治療の虫歯が１０本以上あるなどの「口腔崩壊」と呼ばれる状態の子どもが愛媛県内の公立小中学校の約３割で確認されたことが、県保険医協会の調査でわかった。学校側からは子どもの家庭の状況について、「親にネグレクト（育児放棄）の疑いがある」「経済的に厳しい家庭が多い」などの指摘が寄せられたという。

　調査は昨年７～９月、県内の公立小中学校の計４０５校にアンケートを送り、半数以上の２１８校（小学校１５５校、中学校６３校）から児童・生徒４万７８３６人分の回答を得た。

　口腔崩壊の児童や生徒を３年以内に校内で確認したことがあると答えた学校は６７校（３０・７％）で、うち小学校は５５校（３５・５％）、中学校では１２校（１９・０％）だった。「歯みがきの習慣がなく、歯は黒く溶けている」「虫歯が１０本以上あり、痛みがひどいと保健室に氷をもらいに来た」などの事例が報告された。

　学校側が治療を勧めても保護者が「乳歯は生え替わる」「歯みがきをしない本人の責任」と応じず、その後も状態が改善しないケースが多い。中には「親も歯がほとんどなく、歯の健康に対する家族全体の意識が低い」といった指摘があった。また、ネグレクトや学校納付金の滞納、不登校といった問題を抱える傾向もみられた。

　２０１６年度の学校の歯科検診で「受診が必要」と診断された児童・生徒は１万５７９１人（３３・０％）で、このうち実際に歯科を受診したのは４４・０％の６９４２人。受診率は小学校が４８・０％、中学校が３０・７％にとどまった。

https://www.yomiuri.co.jp/national/20180701-OYT1T50031.html

・目黒女児虐待死　「一日里親」子守る地域の挑戦（毎日新聞・7月6日）
東京都目黒区で船戸結愛（ゆあ）ちゃん（当時５歳）が虐待され死亡した事件は６日、両親の逮捕から１カ月を迎えた。全国の児童虐待件数は年間１２万件を超え、増加の一方だ。家庭で起こる子どもへの虐待事案を防ぐため、私たちに何ができるのか。地域の人たちが一日だけ「里親」のような役割を担うことで、虐待を防ごうと動き出した。
　●親の育児疲れ解消
　「初めて食べたいものを聞いてもらえた」「ギョーザが手作りできるなんて思わなかった」。親が子供の面倒を一時的に見られない時に、地域の一般家庭が子供を預かる「ショートステイ協力家庭」という制度がある。実施する東京都新宿区では、預けられた子供たちから、こんな声が上がったという。
　昨年度の利用者の約半数が「育児疲れ」を理由に申し込んだ。仕事に追われ、子育てに十分手が回らない時。泣きやまない子供に一日中たった一人で向き合い、手を上げてしまいそうな時……。区の支援員や家族のすすめでショートステイを利用することで、親の孤立や疲労が虐待につながることを防ぐ。子供たちにとっても、自宅と違う家庭環境で温かく迎え入れられることは貴重な経験になる。
　中野区も今年、同様の事業を始めた。これまでは施設のみだった受け入れ先を、里親やファミリーサポート（地域の人が有償で１日数時間子供を預かる行政への登録制ボランティア事業、ファミサポ）協力会員などに拡大した。きっかけになったのは、家庭で養育が難しくなった子供を１８歳まで育てる里親を同区で務める主婦、斎藤直巨（なおみ）さん（４３）の提案だ。
　中高生の実子２人と小学生の里子１人を育てる斎藤さんは昨年、自治体などが参加する企画コンテストで「地域でつながる子育て制度」を発表、グランプリを獲得した。まず地域の人がファミサポの協力会員として登録し、数時間単位で「ちょっとだけ子供を預かる」経験と研修を積む。もっと長時間預かれると思えたら、ショートステイ協力家庭として子供を１泊から２泊３日程度受け入れる。「一日里親」になるわけだ。斎藤さんは「何かしたくても、何をどうすればいいか分からない。専門家ばかり話し合い、地域の人はおいてけぼり。そこをつなげたかった」と話す。
　２０１０年夏、東京都内で知人の里親が里子の保育園児を虐待死させる事件が起きた。同じ里親としての無力感が、斎藤さんの活動の原点だ。「命を救えなかったその子にしてあげられるのは、二度と（虐待が）起きない環境を地域に作ること。虐待する親も自分なりに頑張っている。私も多くの人に支えてもらったから子育てできた。地域の人から子育てを学び、つらいときには子育てをちょっとだけバトンタッチできたら、親は育児に前向きになれるはず」
　●「子育ての伴走支援」
　通常、児童相談所（児相）に付属する一時保護所や児童養護施設で預かることになると、施設数が少ないため子供は引っ越しを要する。子供にとって地域の里親に預けられる最大の良さは、慣れ親しんだ学校や保育所がある所で、信頼できる大人による支援を得ながら育っていけることだ。ショートステイの受け入れ経験を積んだ人が、「短期里親」や「里親」に段階的に進んでいければ、虐待された子供の受け皿が地域に増えていく。中野区は２１年に区立の児童相談所を開設予定。区は「児相ができれば、虐待で一時保護した子供の預け先となる里親家庭が区内でもっと必要になる。ショートステイ事業はその一歩だ」と語る。
　こうした制度は、ニーズはあるがあまり知られていない。板橋区の歯科医師で、２歳と１歳の２児の母でもある千葉彩さん（３２）は今年、一般社団法人「ＲＡＣ」を設立し、講演会などを通じて受け入れ家庭を増やそうとしている。「里親に興味はあるが、仕事や家族の都合で登録できないという人がたくさんいる。短期でも預かれると知らせることで、里親になるハードルを下げ、少しでも増やしたい」
　千葉さんは大学生の頃、児童養護施設で暮らす子供たちの存在を知り、いつか里親になりたいと思うようになった。１６年に夫の転勤先の宮城県石巻市で１人目を出産。夫は仕事で朝５時ごろ家を出て夜遅く帰る生活。周囲に知り合いもおらず、赤ちゃんと２人きりで過ごす孤独な日々は、雑誌に出てくるような「きれいな子育て」とまったく違った。「虐待をする親の気持ちが分かった気がした」。母親として子育て支援の必要性を感じた今、「子育ての伴走支援ができるような里親制度がもっと広まれば」と願う。
　だが、善意だけでは伴走は難しい。通常のファミサポと違って心得ておくべき課題がある。これまで約１０人の子供を一時的に受け入れてきた東京都葛飾区のＮＰＯ法人「特別養子縁組支援グミの会サポート」理事長、安藤茎子さん（５４）は「子供が自分の家庭に戻ったときに再び親子関係が悪化しないよう、実の親へのフォローや、子供の不安な気持ちを受け止めることが必要になる」と指摘し、受け入れ家庭には研修が必須だと訴える。ショートステイや短期の里親に関する制度は自治体によってさまざまで、名称や受け入れ家庭の条件も異なる。協力したいと思ったら、自治体に問い合わせるしかないのが実情だ。
　●児相中心からシフト
　元文京区子ども家庭支援センター所長で日本大危機管理学部の鈴木秀洋准教授（行政法）は「行政だけでは限界。地域の人の力が欠かせない」と語る。「子供を守るには本当は親ごと支えるしかない。児相中心主義から地域中心主義へとシフトし、地域に子供のセーフティーネットを広げていくべき時がきている」と見る。
　鈴木准教授が虐待の現場で見てきた親たちは、誰にも相談せず、地域との関わり合いもなく孤立していた。どこにでもある家庭の困りごとが、虐待にエスカレートする事例も多い。だからこそ、虐待事件は「遠い所でひどい人が起こしたこと」とは思わない。「目を開けば、食事支援が必要な子供、安心して眠れない子供たちが、身の回りにきっといる。地域のみんなが力を合わせたら、子供たち一人一人が自分の好きな遊びに夢中になれる日がくるはずだ」
https://mainichi.jp/articles/20180706/ddm/013/040/003000c

・虐待親は悪魔か？必要なのは罰よりも社会保障だ——木村草太×山下敏雅（Business Insider Japan／Yahooニュース・7月9日）
｢もうおねがい ゆるして｣——そう書き残して東京都目黒区の船戸結愛ちゃん（5）は命を落とした。この事件をきっかけに、児童虐待への社会の関心が高まっている。
｢児童相談所の人員を増やすべき｣｢警察との連携を強化した方がよい｣など、虐待が疑われるケースにどう対処するか、専門家や市民からさまざまな声が上がっているが、一方で、被害を未然に防ぐためには、子育て支援や貧困対策など福祉の充実も必要だ。
首都大学東京教授（憲法学）で『子どもの人権を守るために』などの編著もある木村草太さんと、児童虐待や少年事件を数多く担当してきた山下敏雅弁護士に話を聞いた。
山下敏雅さん（左）と木村草太さん。対談は児相の改善点から生活保護切り下げなど社会保障にまで及んだ。

船戸結愛ちゃん事件の経緯：2016年8月に近隣女性からの通報を受け、当時住んでいた香川県の児童相談所（児相）が結愛ちゃんを2回一時保護した。児相は児童養護施設への入所を勧めたが両親はこれを拒否。その後、病院からも通報があったが、保護は見送られている。 
一方で父親は香川県警によって2回書類送検されたが不起訴に。 
一家が2018年1月に東京都目黒区に引っ越した後は品川区の児相が対応を引き継ぎ家庭訪問したが、結局会えないまま結愛ちゃんは3月に亡くなった。 
警視庁によると、父親から暴力を加えられた上に十分な食事も与えられていなかったという。死亡時の体重は同年代平均の約20キロを下回る12キロ。結愛ちゃんは母親の連れ子で、両容疑者の間に生まれた弟（1）と4人暮らしだった。東京地検は父親（33）と母親（26）の両容疑者を保護責任者遺棄致死罪で起訴している。
論点1：児相はなぜ一時保護をためらうのか

木村草太（以下、木村）：今回の事件で｢児相は何をやっているんだ｣と、その責任を問うような意見を多く見ましたし、私もそう思ってしまう部分はあります。でも現在の制度や環境を前提にしたときに、もし自分が児相の職員だったとして、あれ以上の対応ができただろうかと思うと、精一杯な気もします。現在の制度でどういうところを改善していけばいいと思いますか。
山下敏雅（以下、山下）：児相が一時保護したものの結局は家に帰したり、そもそも保護そのものに消極的という問題は昔からありました。児相は常に保護した後のことを考えているんですね。虐待などの疑いがある子どもは児相の判断で原則2カ月間の一時保護ができますが、保護したことで、｢子どもを勝手に連れ去った｣と主張する親との対立が深まり、継続的な支援ができなくなってしまう可能性もある。
出典：厚生労働省ホームページ

木村：一時保護所のルポを読むと、ここで生活させるのはかわいそうだと思ってしまうような施設もあります。施設の環境の悪さも児相が保護を躊躇する原因になりますよね。
山下：虐待の他にもさまざまな背景を持つ子どもたちが入所しているので、自分の持ち物を使うのにも許可が必要だったり厳しく管理されているところも多く、2度と行きたくないという子もいます。
虐待対応数の急増で、一時保護所によってはパンク状態で入れないことも。一時保護のための里親さんを増やすなど、対策を取るべきだと思います。
論点2：親子分離、立ち入り調査……強制力はどう使うべきか

山下：児相が家に戻せないと判断した場合は、児童養護施設に入所させたり里親に委託したりすることになりますが、それには親権者の同意が必要です。
親権者が反対する場合は児相が家庭裁判所に申し立てをして承認を得る必要があり（児童福祉法28条）、このハードルは決して低くない。裁判官からは今後の親子関係をどう再構築していくつもりなのか厳しく追及されますし、申し立てが却下されれば親に｢それ見たことか｣と思われ信頼を失う。通ったら通ったで全く子どもに関わらなくなってしまう親もいます。児相はこの裁判所の判断から逆算して動くので、慎重にならざるを得ないんです。
そもそも今の制度は、児相が右手で子どもを引き離しながら左手で親に握手を求めているような状態で、無理がある。親子を分離する強制力を使うところと、家族の再統合やなぜ虐待が起きたのか背景を探りケアする相談機能を分ける必要があると思います。
木村：目黒区の事件で品川の児相は家庭訪問をしていますが、母親に拒まれて子どもには会えませんでした。強制権限は濫用のリスクもありますが、強制立ち入り調査を行う場合の基準は今後の課題の一つだと思います。
山下：子どもの安否確認ができず、保護者が任意の立ち入り調査を拒否したり出頭要求に応じなかったりした場合は、裁判所の許可を得て警察の援助のもとに家の中に踏み込めるよう児童虐待防止法で2008年に制度化されました。
ですが、2008年度から2014年度までに実施されたのは8件だけ。その後2016年に要件が緩和され、使いやすくなっても劇的に増えているわけではない（編集部注：厚労省によると2016年度は1件、その後の統計はまだ発表していない）。やはり北風と太陽というか、信頼関係が崩れることを前提に踏み込むかどうか、現場はギリギリの判断をしているのだと思います。
木村：確かに、ドアを破って入って来た人と人間関係は築けないですよね。
児相が警察とどこまで情報を共有するかということも話題です。もし全件共有して｢通報したら即座に警察沙汰になりますよ｣ということになれば、通報を躊躇する人も出てくると考えられます。
山下：全件共有となると本人、親、親族からの相談にも影響があるでしょうし、今も個人情報保護と通告の必要性の間で苦慮している学校や教育委員会、保健所、民生委員など地域の機関も通告するかどうかさらに悩むようになるでしょう。現状でも犯罪の嫌疑があったり、先ほど話したように児相の強制立ち入り調査の際には警察が動きます。子どもが確認できないケースでは速やかに警察と情報共有することが必要ですが、全件まで共有する必要があるのかどうかは、慎重に議論した方がいいと思います。
論点3： 虐待親は悪魔か？ 家族を支える仕組みづくり

木村：親を責める風潮が強まり、とにかく介入しろ、親子を切り離せという対処法一辺倒になってしまうのも心配です。
虐待や、あるいはそれが疑われる親も悪魔のような存在というよりは、いろんな支援が欠けた結果、追い込まれているケースも多いと思います。例えばシングルマザー支援が十分でないために、暴力的な傾向がある男性にも頼らざるを得ない人もいるかもしれない。それに周囲から見てひどい親でも、子どもにとっては唯一の存在です。親子関係は修復できた方がいいというのが、児相や裁判所の根本的な方針と考えていいのでしょうか。
山下：そうですね。子どもにとって親は大切な存在です。虐待の背景にある親の孤立、貧困、メンタルなどの困難を解消しサポートすることで、できる限り子どもが家庭で養育されることが望ましいと考えていると思います。
また実父母だけでなく、ステップファミリー（どちらかに子どもがいて再婚して築かれる家族）もあります。継父・養父からの虐待というケースの場合は、生活面で頼っているために母親が守ってくれなかったりして、子どもはすごくつらい立場に置かれています。遡ると、母親が前の夫のDVから逃れるために離婚していたり、そのDVの原因としては人間関係の築き方を含めた性教育がなされていないことも大きい。
学生時代の性教育、シングルマザーの支援、離婚や再婚の際に子どもの意見が反映されること、そしてステップファミリーを形成するときに前のパートナーとの子どもを支える仕組みなど、虐待そのものへの対応だけでなく、家族を取り巻くさまざまな問題の改善が必要です。
警察庁によると、2015年の児童虐待事件の検挙件数は785件。身体的虐待が全体の約8割を占め、加害者は実父、養・継父等 を含む男性が約7割で、実母も約25％を占める。
厚生労働省はステップファミリーについて｢家族の成育歴、夫婦関係などの情報が把握しづらい場合もあるため、より一層、情報把握及び虐待リスクの評価を慎重に行う｣よう注意を促している。（｢子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について｣厚生労働省2017年）
論点4： なぜ虐待死の3分の1は心中なのか

木村：虐待はいろんな支援の枠組みからこぼれて起きてしまっているときに起きる。
厚労省の統計によると2015年度の児童虐待による死亡事件のうち、約3分の1は心中です。生活苦からやむを得ず心中を選んだ人が多いと思われますから、憲法論や社会保障論でいうと、生存権保障がうまくいっていないケースが非常に多いということ。
私は生活保護基準引き下げの違憲訴訟に関わっているんですが、シングルマザーの支援をこんなに切り捨ててどうするんだろうと思います。2014年に千葉県銚子市でシングルマザーが無理心中を図って中学生の娘を殺害した事件がありました。これも虐待死ですが、経済的に追い込まれてのことで、母親は子どもを憎んでいたわけではありません。
生活保護バッシングは明らかに虐待に悪影響です。生活保護受給者も希望を持って生きていけるんだというメッセージを強く打ち出していくことが、虐待や心中を食い止めることにつながるかもしれない。
これから制度改革を考えていく中で、今回の結愛ちゃんのケース以外にもさまざまな虐待死があることに視野を広げる必要があります。
山下：本当にそう思います。児相に全く認知されずに亡くなっている子どもたちがいて、職員を増やせば解決するという問題でもない。子育て世代が困ったらどこに相談すればいいのかという情報を届けること、そしてSOSを出しやすい環境づくりが必要です。
厚生労働省によると、2015年度の虐待死は84人、うち心中によるものが32人。児童相談所の関与があったのは、心中以外の虐待死では16例（33.3％）、心中による虐待死では9例（37.5％）。 （厚労省｢子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について｣）
論点5： 子どもの人権を守るために、弁護士をどう活用すべきか

木村：子どもの利益を第一に考えられる大人を増やすのも大切だと思います。2016年の児童福祉法改正で児相に弁護士を配置するよう規定されましたが、理想としては児相と子ども、それぞれを支援する弁護士がいた方がいいですよね。
山下：その通りです。実際、児相や関係者との会議では親や裁判所にどう対応するかという話に傾いて、子どもがどうしたいかという視点がスコンと抜けるときがあります。そんなときに子どもを主体として位置づけるのが私たち弁護士の役割です。子どもの成長や発達に応じた配慮のもと、どこで誰と暮らすことができるのかなど人生の選択肢に関する情報を伝え、意思決定をサポートし、それを他の大人に向かって代弁していく。そんな弁護士が、児相を支える弁護士とは別にいることが望ましいと思います。
児相の判断が遅かったり間違っていることがあるのも事実です。警察と情報を全件共有するよりむしろ、｢親との関係が悪化してもここで踏み込んだ方がいい｣など、児相の担当者が危機感を持って警察に要請を出せるよう、弁護士などの専門家がサポートできる体制を整えるべきです。弁護士だけでなく、精神科医や臨床心理士、警察OBなどさまざまな専門家の視点があると、よりいいと思います。
論点6：子育てを孤立させないために私たちは何ができるか

木村：今は虐待が起きた後でどう対処するかということに注目が集まっていますが、もっと手前の段階で親や子どもをサポートするためにできることがたくさんあるはずです。
子どもに関わる仕事は児相に限らず、もっとリソースを割くべきですよね。学校の先生は本業の授業の他に、運動会や文化祭の準備、生活指導に部活の顧問にと多忙ですが、仕事を軽減して、虐待など何か問題が発生したときに関係機関につなぐなど、しっかり対応できるような余裕を持てるようにした方がいい。保育士や幼稚園教諭もそう。今のように｢この仕事ならこの人数でできるでしょ｣と無理な配分をしていると、緊急時に対応できなくなってしまいます。
山下：親も不完全でいいんだという認識を共有して、子育て世代を孤立させないことも重要です。
周囲のサポートは得られないのに｢子育てはこうあるべき｣という社会の目ばかりが厳しくなり、そのプレッシャーが子どもに虐待というかたちで向いてしまっている傾向をすごく感じます。これは貧困家庭に限ったことではありません。
親が子どもに｢こう育ってほしい｣と思うのは愛情です。でも愛情と虐待は紙一重。これまで“しつけ”と呼ばれてきたものの中にも虐待はあるという認識が広まってきて、みんなが不安を抱えて子育てをしているのが日本の現状だと思います。
重篤な虐待のケースは警察が介入すべきですが、一方で、福祉の網からこぼれたり、理想に追い詰められたりして綱渡りしているようなケースは、社会全体でサポートする体制をつくっていくべきです。
木村草太（きむら・そうた）：東京大学法学部卒業後、同助手を経て、首都大学東京法学系教授。専攻は憲法学。著書に『自衛隊と憲法』『憲法という希望』などがある。
山下敏雅（やました・としまさ）：弁護士。児童虐待、少年事件、学校問題などの子どもの事件のほか、過労死・労災事件、LGBT支援などに取り組む。ブログ｢どうなってるんだろう？ 子どもの法律｣
・「児童相談所の抜本改革を」 子ども虐待防止学会が要望書（ＴＢＳ系／Yahooニュース・7月13日）
　東京・目黒区で５歳の女の子が両親に虐待され死亡した事件を受け、「日本子ども虐待防止学会」が加藤厚生労働大臣に対し、児童相談所の抜本的な改革を求める要望書を提出しました。

　今年３月、両親による虐待で死亡した船戸結愛ちゃん（５）は、東京都内に引っ越す前の香川県で、虐待の疑いで一時保護されていました。転居先の東京都の間で情報が適切に共有されていたかなどが課題で、政府は今月中にも対策を示す方針ですが、虐待防止に取り組む医師や専門家らが１３日、加藤厚生労働大臣を訪れ、児童相談所そのものの抜本的な改革などを求めた要望書を提出しました。

　「（対策は）２週間、３週間、あるいは１か月の中で結論が出るようなものではない。短期で考えないといけない問題と長期的にシステムを考える問題と両方あるのでは」（日本子ども虐待防止学会 奥山眞紀子 理事長）

　加藤大臣は児童相談所の量・質ともに強化する方針を示したということです。

https://headlines.yahoo.co.jp/videonews/jnn?a=20180713-00000118-jnn-soci

・児相判断に医師関与を　目黒・女児死亡で虐待医学会 （日経新聞・7月14日）
再発防止策
フォームの終わり
　東京都目黒区で船戸結愛ちゃん（５）が両親から虐待を受けて死亡した事件を巡り、小児科医らでつくる「日本子ども虐待医学会」（神奈川県伊勢原市）は14日までに再発防止策を公表した。児童福祉司の指導措置解除など児童相談所の意思決定に医師が関与できる制度の構築が柱。今後、国や自治体への要望案として詳細を詰める。
　同医学会は７月に結愛ちゃんが香川県に住んでいた時の主治医に聞き取りを実施。結愛ちゃんに傷やあざがあったのを繰り返し確認したため、１月に結愛ちゃんが東京都へ転居した後、所轄の品川児相に電話したという。同医学会は「転居先の児相に医師が連絡をするのは普通ではない。命の危険性をかなり認識していたのではないか」とした。
　虐待防止のために医師が積極的に関与できる仕組みが必要として、児相への常勤医師の配置のほか、医師が重大事案と判断した場合に医療機関で児相職員や警察官、検察官が同席して面接する制度の構築などを求めた。
　同医学会は今後、香川県の児相などの協力を得て検証を進め、最終報告をとりまとめる。
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO33010290U8A710C1CC0000/

・児童相談所、東京の区が開設準備　都と協調なるか （日経新聞・7月14日）
（ハッシュタグ）
フォームの終わり
　東京都目黒区の女児の虐待死を受け、虐待問題を扱う児童相談所に注目が集まっている。東京都の小池百合子知事は体制強化を打ち出した。この議論とは別に23区の多くが児童相談所の開設準備を進めていることをご存じだろうか。開設した区は都の業務を引き継ぐが、円滑にできるか、都内全体の機能強化にどうつなげるのか青写真は見えない。
　目黒区で虐待死した女児の一家は香川県から転居してきた。同県の児童相談所は虐待を認識しており、「継続支援が必要」と都の相談所に伝えたつもりが、うまく引き継がれなかったとされる。
　子供に関するさまざまな相談に応じ、場合によっては虐待を受けている子供を一時保護するのが児童相談所だ。都道府県などが運営する。小池知事は日本経済新聞社のインタビューで100人規模の人員増強をし、子供を24時間見守る環境を整える考えを明らかにした。この問題がなくても、児童相談所の機能強化は急務で、都内の虐待の相談件数はこの５年で３倍近くに増えている。
　児童相談所の重要性が高まる中、23区は自ら開設できるよう要望してきた。都は23区内に７カ所構えており、区側は移管を求めてきた。要望を強めた契機の一つに2010年の江戸川区の児童虐待死事件がある。学校が虐待の兆候を察知しながら都の児童相談所と十分な情報交換ができていなかったとされる。
　区は虐待情報を受け付ける「子供家庭支援センター」を設置しており、児童相談所を運営すれば「同センターや学校との連携強化が期待できる」（特別区長会会長の西川太一郎・荒川区長）と主張してきた。
　16年の改正児童福祉法で、23区も設置が可能になった。長年の悲願がかなった形で練馬区を除く22区で前向きとされる。まずは20年度にも荒川、江戸川、世田谷の３区が設置する予定だ。
　問題は開設に向けた課題があまりに多いことだ。都は相談所を設置した区に案件（ケース）を移すが、建物や職員は移管しない。そのため各区とも用地や人員の確保が必要になる。相談所開設には原則として人口４万人に対し１人以上の児童福祉司を配置しなければならない。相談に応じた調査や専門的な助言をする人で、国家資格の社会福祉士の資格を持つ人などを充てなければならない。
　先行する区は人材育成を急ピッチで進めている。世田谷区は都や神奈川県、川崎市などの児童相談所に職員を計18人派遣し、ノウハウを学んでいる。年度途中にさらに４人を追加する。荒川区も都や埼玉県、横浜市、新潟市などへ計11人が研修に出ている。23区内でも進捗に差があり、ある区の担当者は「専門人材の育成を含め、準備はまだ１～２合目だ」と話す。
　世田谷区は現時点で児童相談所の運営費を年間20億円と見積もる。都から区に財源がどう移管されるかといった議論はまだなされていない。
　用地や人材が確保でき、開設に至っても、子供に関わるデリケートな内容が多いだけに、案件がうまく引き継がれるかも課題になる。
　都は「児童相談所の運営ノウハウは長年の蓄積が必要で簡単に身につくものではない」との考え。「まずは区の子供家庭支援センターと都の児童相談所の連携強化で対応すべきだ」と主張する。
　果たして、今の状況で小池知事の掲げる児童相談所の機能強化はできるのか。明治学院大学の松原康雄学長はより身近な自治体が児童相談所を運営すべきだとの立場だが、都が区に職員を派遣してノウハウを伝授するなど「都と区の全面的な協調がないと難しい」と話す。子供のことを第一に考えるべきで、都と区が対立している時間はない。（天野由輝子）
■中核市で開設は少数
　都道府県や政令市は児童相談所を開設しなければならない。児童福祉法の改正で中核市や特別区も設置できるようになった。中核市は全国に54市あるが、開設しているのは金沢市と神奈川県横須賀市の２市のみ。来春の開設に向け準備を進める兵庫県明石市を含めても少数だ。
　横須賀市は06年に開設した。担当者は「同じ市内なので関係者の顔が見え、動きが早くなった」と自前で持つメリットを話す。一方で「市内に１カ所しかなく、職員をほかの部署に人事異動させるとノウハウを蓄積しにくい」とのジレンマも抱える。
　千葉県柏市は17年度、設置するかどうかの判断に向けた調査を始めた。「人材確保や財政負担などの課題が見えてきた」という。埼玉県川口市は「現状では検討していないが、研究はしたい」との立場だ。
＃児童相談所　子供への虐待のほか、非行、不登校、障害に関する相談に応じる。親と暮らすのが難しい子供は付設の一時保護所で保護。そのまま自宅に戻れない場合は専門の施設に送ったり、里親に委託したりする。親子が一緒に暮らせるよう手助けする機能と、子供を守るために親から引き離す介入を同時に行う難しさが指摘されている。
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO32994120T10C18A7L83000/

・一時保護に「躊躇なき対応」　面会、引き取り拒否も　児相権限を明確化　ガイドラインで都道府県に通知（産経新聞・7月17日）
　厚生労働省が子供の安全確保のため「一時保護ガイドライン」をまとめ、各都道府県に通知していたことが１６日、分かった。児童虐待について「子供の安全確保が必要な場面であれば、一時保護を躊躇（ちゅうちょ）なく行うべきだ」と強調。その上で保護者が一時保護した子供への面会や引き取りを求めてきた場合は「これを拒むなど子供の福祉を最優先した毅然（きぜん）とした対応」を求めるなど、児童相談所（児相）の権限を明確にした。
　東京都目黒区で５歳の船戸結愛ちゃんが両親から虐待を受けて死亡した事件などを受け、各自治体は防止策の整備を急いでおり、ガイドラインの通知は自治体の権限について周知徹底を図るのが狙いだ。
　その中で、一時保護への躊躇なき対応や面会などへの毅然とした対応を求めたのは「対応が後手に回ることで、子供の生命に危険が及ぶ可能性がある」ため。一時保護の解除についても「慎重な判断を要する」と明記した。
　厚労省は児相運営指針で、保護者の同意がなくても一時保護ができるという方針を掲げている。だが、目黒区の事件では、結愛ちゃんが以前住んでいた香川県の児相が２度も一時保護したにもかかわらず、最終的に一時保護を解除。転居先の目黒区を管轄する児相の担当者は結愛ちゃんに会うことすらできなかった。厚労省はこうした対応を深刻に受け止めている。
児童福祉法で親権者の意に反しても児相所長による監護などの措置ができると定めていることには「親権者が治療に同意しない場合でも、児相所長の判断で医療機関は子供に必要な医療を行うことができる」と解釈を明確にした。

　さらに、「自分のせいで一時保護になった」と考える子供がいることを踏まえ、児童心理司らによるケアを行うことも記した。

　一方、政府も児相の体制強化などの抜本的対策をまとめる方針だ。児相が対応した児童虐待の相談は、平成２８年度は１２万２５７８件（速報値）で過去最多となっている。

https://www.sankei.com/affairs/news/180717/afr1807170008-n1.html

・「一時保護ためらわずに」　厚労省、児相の対応強化（日経新聞・7月18日）
フォームの終わり
　厚生労働省は18日までに、虐待を受けている疑いのある子供に対する児童相談所の一時保護について「必要な場面であればちゅうちょなく行うべきだ」などと定めたガイドラインをまとめ、各都道府県に通知した。
　通知は６日付。厚労省によると、ガイドラインは児相の権限や責務を明確化することが主な狙いで、有識者によるワーキンググループが昨年10月から議論を続けていた。
　ガイドラインでは、虐待について「対応が後手に回ることで命に危険が及ぶ可能性がある」と明記し、児相に積極的な対応を求めている。
　さらに、児相が子供の一時保護を継続したいのに両親らが同意しない場合は、それ自体が危険性が高い状況として「解除には特に慎重な判断を要する」と指摘。
　一時保護した子供を家庭に帰す場合には、虐待が再び発生する恐れがないかを確認し、保護者への支援などの計画を十分に立てる必要があるとしている。
　児童虐待を巡っては今年３月、両親から暴行を受けたり、十分な食事を与えられなかったりした東京都目黒区の船戸結愛ちゃん（５）が死亡した事件が発覚。以前に住んでいた香川県の児相は２回にわたり一時保護をしたが、連絡を受けていた転居先の東京都の児相は結愛ちゃんと接触ができず、保護もできなかった問題が判明している。
　政府は今回のガイドラインとは別に、結愛ちゃんの事件を踏まえた緊急対策を７月中に取りまとめる方針を示している。
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO33092110Y8A710C1CR0000/

・児童福祉司、４年で２０００人増＝５歳児虐待死で緊急対策－政府（時事通信・7月19日）
　政府は１９日までに、子どもの虐待を防ぐため、児童相談所で相談などに応じる児童福祉司を、２０１９年度から２２年度までの４年間で約２０００人増員することを柱とする緊急対策をまとめた。東京都目黒区で５歳の女児が父親から暴行を受けた後に死亡した事件を受け、政府は再発防止策を検討していた。２０日の関係閣僚会議で正式決定する。
　厚生労働省は１６年４月、児童福祉司や保健師ら児相で虐待の相談や調査に対応する専門職員を、１９年度末までに計５４３０人（１５年度は４３１０人）に増やす「児童相談所強化プラン」を策定。全国の児相の相談対応件数が増加する中、政府はさらなる児相の体制強化が必要と判断し、プランを見直すことにした。自治体の必要経費には、地方交付税措置を講じる。
https://www.jiji.com/jc/article?k=2018071900549&g=soc

・児童虐待、児相と警察が全件共有へ　大阪府（日経新聞・7月20日）
フォームの終わり
　大阪府は20日までに、子ども家庭センター（児童相談所）が通告を受けた児童虐待事案について、８月から全件の情報を府警と共有すると発表した。東京都目黒区で女児（当時５）が両親から虐待を受けて死亡したとされる事件を受け、警察と情報交換を密にして深刻な事案の見逃しを防ぐ。
　対象は、大阪市と堺市を除く府内６カ所のセンターに寄せられた事案。年間約１万件あり、これまでリスクが低いとして警察に通告していなかった約６千件について、保護者や子供などの情報を提供する。
　一方、府警は親が配偶者からドメスティックバイオレンス（ＤＶ）を受けているなど、子供の虐待リスクの高い事案をセンターに報告し、児童福祉司などによる支援が行き届くようにする。
　府の担当者は「警察が全てを事件化するわけではなく、子供にとって最善の対応をとる」と説明。今後もセンターへの積極的な相談を呼びかけている。
　府によると、愛知、高知、茨城の各県でも児相と県警との情報共有を進めている。
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO33194050Q8A720C1AC1000/

・虐待防止、政府が緊急対策　児相間の引き継ぎ徹底（日経新聞・7月20日）
フォームの終わり
　東京都目黒区で船戸結愛ちゃん（死亡当時５歳）が両親から虐待されて死亡した事件を受け、政府は20日、緊急対策を公表した。緊急性が高い事案で子供が転居した場合、児童相談所間の引き継ぎを原則として職員が対面で行うようにする。虐待の疑いがある子供に児相が面会できなかった場合、原則立ち入り調査することも明文化する。
　安倍晋三首相は20日の関係閣僚会議で「幼い命が奪われる痛ましい出来事をもう繰り返してはならない。各省庁で直ちに実行してほしい」と話した。
　結愛ちゃんが死亡した事件では、結愛ちゃん一家が以前住んでいた香川県の児相と、転居先の東京都目黒区を管轄する品川児相との間で、継続的な対応の必要性についての認識にずれがあった。
　緊急対策では、虐待の疑いがある子供が転居し、事案の緊急性が高い場合、実情が正確に伝わるよう、転居元と転居先の児相職員が直接会って資料の引き渡しや事案の説明をするとした。転居先の児相は転居元の児相が行っていた対応を継続するよう徹底する。
　国の指針は、虐待疑いの通告を受けた場合、児相などが原則48時間以内に直接安全確認するよう規定している。今回の緊急対策では新たに、児相が家庭訪問して面会できなかった場合は原則として立ち入り調査を実施し、必要に応じて警察に援助を要請するとした。
　また、外傷など虐待の兆候がある子供や児相が一時保護措置を解除した事案については、児相と警察との間で必ず情報共有するよう明確にする。
　全国で児相の相談対応件数が増え続けているため、2017年度で全国に3253人配置されている児童福祉司を、19年度から22年度までに約２千人増員して体制を強化する。
　厚生労働省は児相の機能や在り方を含む体制強化案について、８月から社会保障審議会の専門委員会で議論を始め、年度内にも関連法案の改正も視野に内容をまとめる。
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO33194630Q8A720C1CR0000/

・虐待にはメカニズムが存在する。専門家が提唱する「防止」の戦略とは（HUFFPOST/Yahooニュース・7月21日）
東京都目黒区で、船戸結愛ちゃん(5歳)が虐待され死亡した事件で、児童相談所のあり方が問われている。政府は20日、事件を受け、虐待に対応する児相の職員を増員するほか、安全確認のための家への立ち入り調査の実施などを盛り込んだプランをつくることを決めた。
一方、子どもの被害事実確認面接などを通じ、現場と接点の多い菱川愛・東海大学准教授は、ハフポスト日本版の取材に対し、虐待が起きるシステムに介入しない限り、虐待は防げないと語る。どういうことなのか、菱川准教授の解説を紹介する。（田中志乃・錦光山雅子／ハフポスト日本版ニュースエディター）
■虐待にはメカニズムがある
現場では、虐待は家族の誰に原因があるか、背景は何かを突き詰め、そこから解決策を導こうとすることがよくあります。でも、それだけが解決ではありません。虐待を防ぐには家族のなかで起きている虐待につながる特有の「パターン」を見いだすことが有効です。

例えば「最初からすぐ叩いたんじゃない。3回くらい注意しても言うことを聞かなかったから叩いた」と、保護者らが説明するのをよく聞きます。この部分をパターンで認識するとはどういうことか。

子どもが親のカチンとくることをする。親が怒って叱ると、子どもは黙ったり、すぐばれるような嘘、言い訳をしようとしたり、泣いたりの反応をします。期待していた行為と違うそれを見た親は一層大きな声で怒ったり、脅かす。

すると子どももますますだんまりを決め込んだり、反抗的な態度に出る。挙句の果てに叩く。子どもが泣き、あやまり、親は感情が収まる。子どもは急には成長しませんから、引き金になるできごとはすぐにはなくなりません。虐待は、こうして繰り返す（パターン化）と理解します
■虐待のシステムをどう変えるか
仮に3回目に激高して叩いてしまうのなら、2回目ぐらいで収まれば成り行きが違ってくることがあります。家族の中での虐待の仕組みを可視化し、だれがいつ、どの段階までに入れば、虐待が防げるかを実行することです。

サッカー・ワールドカップロシア大会の日本―セネガル戦で、日本代表が負け越していた時、最後の15分で本田圭佑選手が投入され、終盤の同点ゴールにつながりました。試合翌日のインタビューで西野朗監督は「システムを変えたかったから人を投入した」と言っていました。人が変わると、それまでと試合のパターンが変わり、攻め入る隙も生まれるという理解です。

システムへの介入という意味では、サッカーの戦略も虐待の再発防止も同じです。家族の外から、子どもの周りにいる「選手」を増やすことで、家族の中の虐待につながるパターンを変えようと試みるのです。「選手」は専門家ではなく、親戚や近所の人たちが担います。専門家は、どちらかというとコーチ陣でピッチには出ません。

どんな時に子どもに手をあげそうになり、それは何が引き金になっているのか、そして、子どもの安全確保のために動いてくれる人は何人最低必要で、誰がなってくれるのか、いつ会って話せるのといった話を家族とします。

協力してくれる親戚や近所の人を探すことすら難しいのではないか、という意見もあるでしょう。虐待が起きている家庭の大半は孤立していて、どこともつながっていないのが、むしろ当たり前です。その状態からつながりを紡ぎ出していきます。ソーシャルネットワークを築くことでシステムが変わり、システムが変われば同じパターンは起きないという点に虐待の再発防止を賭けていますから、家族と頭を突き合わせて考え、やり通すべきところです。

現行の相談援助が「関係維持」にとどまっていることが少なくありません。

児童虐待に対応する相談機関が接触する際、「子どもが多動で大変ですね」「子どもの治療のため」という話題にすり替えて、敵対的にならずに済む関係を作ろうとすることがあります。親に「あなたたち（親）の問題ではない」というメッセージを送ることで、おおごとにならないで、少なくとも親には会える訳です。

しかし親は自分が悪くないと思うから、子どもを治療や面談に連れてきたりはしますが、これだと子どもの安全についての話がしにくくなり、その間、子どもはずっと、たたかれたり暴言を吐かれると言った、安全の確保ができないことによる「つけ」を払わされ続けていることになります。

今回の事件でも、子どもは断続的にけがをしていることが確認されていました。
■いまのガイドラインが変わらないと虐待を防げない
虐待の対応の現場では、今回の事例も含め、様々な問題が表面化しますが、それを最前線の職員のせいだけにするのは、おかしいと思います。職員は組織の指揮系統の中でやっていて、決して個人で対応しているわけではないのです。

どれだけ職員の研修を行ったり、オペレーションの見直しで改善しようとしても、そのおおもとである「子ども虐待対応の手引き」（ガイドライン）など厚生労働省や自治体が示す内容が見直されない限り、本当の改善には至らないと、わたしは考えています。現場が、ガイドラインを忠実に守っても、子どもの死亡が後を絶たないのは、実効性のあるガイドとしてはまだ改善の余地があるということなのではないかと思っています。

例えば、親の3世代にわたる生育史を聞いて対応に反映するよう、ガイドラインでは示していますが、そもそも、3世代に渡る生育史まで必要でしょうか？

いまのガイドラインで「社会診断」という言葉が使われていることからうかがえるように、そもそも1920年代の精神分析や自我心理学の概念を基盤にしたソーシャルワークの枠組みがそのまま変わらずにきています。例えば、ガイドラインの中に「虐待の背後にある本質的な問題を」と書いてある箇所があります。それによって虐待を親の問題、子の課題、両者の関係性といった心理的な側面から理解するようリードしています。

またこのように現場をリードした相談援助がどのように有効だったかどうかの検証も不十分です。例えば、アメリカの自治体の中には、一時保護の日数や人数に対する再虐待率と費用対効果を調べているところがあります。

また、先ほど話したような虐待を「システム」ととらえて対応する手法や、レジリエンス（立ち直る力）などの新たな概念が次々に取り入れられています。現場をリードするガイドラインの見直しが急務だと思います。
https://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20180721-00010000-huffpost-soci

・（社説）児童虐待防止　悲劇をなくす対策に（朝日新聞・7月25日）
　両親からまともな食事も与えられず亡くなった東京都目黒区の船戸結愛（ゆあ）ちゃん（５）。痛ましい虐待死を繰り返さぬために何をすべきか。政府が緊急対策をまとめた。スピード感をもって取り組まねばならない。
　対策の柱は、児童相談所（児相）で虐待の対応にあたる児童福祉司の増員だ。急増する虐待件数に人手が追いつかない現状を改めるため、今の約３２００人から２２年度までに約５２００人に増やす。
　絵に描いた餅に終わらせてはならない。何より、児相の体制強化には裏付けとなる予算が必要だ。安定的な財源を確保し、着実に進めるべきだ。
　同時に、専門性を高める取り組みも欠かせない。過去の事件の検証から教訓を学ぶなど、研修内容も工夫し、実践的な対応力の向上を目指してほしい。
　今回の事件では、一家が香川県から東京都に転居した際に、児相間で虐待の危険性などの情報が適切に共有されなかった。その反省から、今後は、緊急性が高い事案は対面で引き継ぐよう指針を見直す。
　市町村に対して９月末までに、保育所、幼稚園に通っていない子どもや乳幼児健診を受けていない子どもを把握し、状況の確認を求める。結愛ちゃんが東京では幼稚園などに通わず、第三者の目が届かない環境だったことを踏まえた対応だ。
　家庭訪問で子どもに会えず、安全を確認出来ない場合は、立ち入り調査を行うことを徹底するという。
　子どもの安全確保を最優先に、児相は一時保護をためらうなと、これまでも繰り返し言われてきた。しかし児相は家族に寄り添い支援する役割も担い、家族との関係悪化を恐れて子どもを引き離すことに慎重になりがちとも指摘されている。
　２年前の児童福祉法改正でも児相の役割、あり方の見直しは今後の検討課題とされた。制度面での見直しの議論も、急ぐ必要がある。
　児相が比較的深刻なケースの対応に専念できるようにするには、市町村の相談窓口との役割分担も重要だ。市町村の体制も強化が求められる。
　学校や医療機関、警察や法律の専門家などとの連携も密にしなければならない。児童養護施設や里親など保護された子どもの受け入れ先の整備も必要だ。子育てに悩み孤立する親を、必要な支援につなげる取り組みも、虐待を防ぐ効果がある。
　特効薬はない。悲劇をなくすため、総がかりで手立てを講じたい。
https://www.asahi.com/articles/DA3S13604331.html?iref=comtop_shasetsu_01

・全虐待情報、警察と共有へ　埼玉、８月から（日経新聞・7月28日）
フォームの終わり
　埼玉県は、管轄する７カ所の児童相談所が把握した虐待情報をすべて電子データ化し、県警と共有する取り組みを８月から始める。緊急時の情報把握をより迅速にする狙いで、今後は児相と警察署が直接アクセスできるシステムの構築も目指す。
　全件共有は既に茨城、愛知、高知の各県で実施しているほか、大阪府も８月から始める方針。
　埼玉県によると、児相に通告のあった児童の氏名や住所、虐待の内容などについて、県が集約した情報を県警で閲覧できるようにする。情報は１カ月ごとに更新される。警察は緊急時、児相の閉庁時間帯などでも通告歴などを速やかに確認できる。
　リスクの高い案件は、従来通り児相から警察に個別に情報提供する。
　2017年度、埼玉県内の児相に寄せられた虐待通告は１万3393件。上田清司知事は６月、県議会の答弁で「共有情報の活用で網の目がふさがれ、児童虐待防止につながっていく」と述べた。
　さいたま市も同様の取り組みを年度内に始める方針。
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO33539640Y8A720C1CC0000/

・児童虐待に特化、虐待防止のプログラム導入　法務省が勉強会（産経新聞・7月29日）
　東京都目黒区で両親から虐待されていた船戸結愛ちゃん＝当時（５）＝が死亡した事件を受け、刑務所などの刑事施設に収容された加害者を対象とする、児童虐待に特化した再犯防止のプログラムの導入を法務省が検討していることが２９日、分かった。法務省は７月、担当者を集めた勉強会を発足させており、内容を議論していく。
　自身が暴力を振るうまでの道筋を振り返ったり、心の落ち着かせ方やコミュニケーションの方法を学んだりするものだが、広く暴力全般を扱っており、虐待に焦点を当てた要素はないという。
　「虐待の加害者は、自身が過去に虐待の被害者だったケースもある」（法務省幹部）など、児童虐待の特性も考慮し、児童相談所や医療機関、民間の支援団体から情報収集した上で、刑事施設で導入しやすい新たなプログラムの内容を検討する。
https://www.sankei.com/affairs/news/180729/afr1807290030-n1.html

・幼い命の叫び、国を動かす　虐待死で緊急対策（日経新聞・7月30日）
フォームの終わり
　「もうおねがい　ゆるして」。東京都目黒区で両親から虐待を受け死亡した船戸結愛ちゃん（死亡当時５歳）が残したメモは多くの人の心を揺さぶった。再三にわたる異変のシグナルをなぜ、生かせなかったのか。児童相談所間の引き継ぎ、不足する児相職員。事件からは、幼い命を救えなかった様々な問題点が浮かび上がる。
　「子供の泣き声がやまず、たたくような音も聞こえ心配だ」。関西地方のある児相には虐待を疑う電話や警察からの報告が１日数十件寄せられる。職員は１人当たり10を超える家庭を受け持ち、土日や深夜の出動も多く、担当者は「担当の子供が頭から離れず心休まるときがない」と漏らす。
　厚生労働省によると、全国の児相が16年度に対応した虐待件数は12万件超と10年間で３倍以上に急増。都内の児相職員は「事件で世間の関心は高まり、通報はまだまだ増えるだろう」とみる。
　結愛ちゃんの虐待死事件では、悲劇を未然に防げたはずのシグナルは複数あった。最初は16年だ。当時、一家が住んでいた香川の児相は結愛ちゃんを２度にわたり、保護。保護解除中に病院があざを見つけて通報したが、再度の保護に至らなかった。
　次の機会は一家が目黒区に引っ越した18年１月だ。児童福祉司が両親と定期的に面接する指導措置が解除されており、香川から引き継いだ品川児相は緊急性が高いと判断しなかったという。同年２月、児相の訪問に対し、母親は結愛ちゃんとの面会を拒否。小学校の入学説明会には母親しか現れず、周囲に姿を見せることなく結愛ちゃんは短い生涯を終えた。
　シグナルを生かし切れなかった背景には、香川県の児相と転居した東京の児相との引き継ぎ時のリスク伝達が曖昧になっていたことがある。児相間の引き継ぎは電話と文書でのやり取りにとどまり、香川の担当者は「直接会って託すべきだった」と悔やむ。
　事件で露呈したのは、引き継ぎ不足だけではない。結愛ちゃんが亡くなるまで児相から警視庁に情報は寄せられなかった。虐待防止対策に取り組む後藤啓二弁護士は児相への虐待情報を全て警察と共有する「全件共有」の導入を提言。「虐待は１つの機関のみで対応できる問題ではない」と訴えるが、「保護者との信頼関係が損なわれる」など全件共有に消極的な声も少なくない。
　さらに、虐待の専門職である児童福祉司の不足を指摘する声もある。17年４月時点で約3200人と10年間で1.4倍増にとどまり、増え続ける通報に加え、子供の保護など仕事が追いついていないという。
　「痛ましい出来事を繰り返してはならない」。７月20日、安倍晋三首相は関係閣僚会議で訓示した。警察との情報共有の強化、児相間の職員同士の対面引き継ぎの原則化、22年度までに児童福祉司を約２千人増員。政府が打ち出した児童虐待の緊急対策には問題点の解決策が並んだ。これまでも同様に虐待が起きては、児童虐待防止法の改正を繰り返すなど対策を打ち出してきた。それでも教訓を生かせなかった反省の表れでもある。
　17年の児童虐待の摘発は過去最多の1138件。虐待で亡くなった子供は58人に上り、一向に減る気配はない。児相での勤務経験がある沖縄大学の山野良一教授（子供家庭福祉）は「緊急性が高い兆候かを判断するため、児童福祉司の増員に加え、警察・医師ら関係者のスキルを向上していく対策が必要」と提言する。
　もっとも、政府の緊急対策などが根本的解決になるわけではない。過去、虐待の疑いを児相や警察が把握するきっかけは、近隣住民の通報が端緒となったケースが少なくない。核家族化など地域のつながりが希薄となる中、周囲からは虐待か、しつけかの見極めは難しいうえに、見知らぬ子供の異変を警察や児相に連絡しづらい現実もある。
　子供の命を守るため、近隣住民のネットワークをどう機能させるか社会全体で考えていく必要がある。
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO33590290Q8A730C1EA1000/

＊体罰
・教職員らによる体罰は減少、暴言は増加…都内公立学校の実態を調査（リセマム／Yahooニュース・7月2日）
　東京都教育委員会は2018年6月28日、平成29年度（2017年度）に発生した都内公立学校における体罰の実態把握について、調査結果を公表した。教職員らによる「体罰」は22人、「不適切な行為」は219人と減少傾向にあるが、「暴言など」は前年度から増えている。

　東京都教育委員会は、体罰の根絶に向けた取組みを行うため、体罰などの実態を的確に把握しようと、都内の全公立学校2,161校の教職員、児童・生徒を対象に調査を実施。299校から558件の報告があった。

　報告された内容は、「体罰」22人、「不適切な行為」219人、「指導の範囲内」161人。「体罰」は、前年度の34人から12人に減り、調査を開始した平成24年度（2012年度）の182人から約8分の1に減少した。

　体罰の行為者は「教職員」21人、「外部指導員など」1人。体罰の場面は、「授業などの教育活動中」16人、「部活動中」6人。体罰を受けた場所は、「教室・職員室」8人、「校庭・体育館」6人、「生徒指導室・廊下など」1人、「そのほか（校外部活動を含む）」7人。

　体罰に対する認識は、「感情的になってしまった」10人、「言葉でくり返し言っても伝えられなかった」7人、「体罰と思っていなかった」5人。体罰の原因は、前年度12人ともっとも多かった「態度が悪い」は1人に減少。「指示に従わない」8人、「その他」6人、「技能・知識が求める水準に達しない」3人の順に多かった。

　体罰の程度が著しい事案は前年度と比較して減少しているが、悪質・危険な行為を行った事案は依然として発生している実態にあった。

　また、体罰には至らない「不適切な行為」のうち、おでこを弾く（デコピン）、手をはたく（しっぺ）、小突くなどの「不適切な指導」は90人、運動部活動などで児童・生徒の現況に適合していない「行き過ぎた指導」は6人、罵る、脅かすなど精神的な苦痛を与える不適切な言動「暴言など」は123人。

　「体罰」や「不適切な行為」を行った教職員らは減少傾向にあるが、「不適切な行為」のうち「暴言など」は前年度の114人から増加。「不適切な行為」に占める割合も約8％増加している。

　東京都教育委員会では、7月と8月を体罰防止月間とし、今回の調査結果を踏まえた校内研修などを全公立学校で実施。全公立学校が体罰根絶を宣言し、Webサイトなどで公表するという。

　なお、調査結果は学校名や事案の概要なども公表しており、東京都のWebサイトから閲覧できる。
https://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20180702-00000000-resemom-life

・「恐怖心」で言うことをきかせてはいけない！（ALLAbout／Yahooニュース・7月10日）
◆「恐怖心で言うことをきかせる」は指導法として適切か
人を指導する際に、「簡単に言うことを聞かせる方法」があります。それは、相手の「恐怖」を煽ることです。例えば次のような恫喝が該当します。

・「言うことを聞かないと、殴るぞ！」（大人→幼い子ども）
・「これをやらないと、卒業させないからな！」（教師→生徒）
・「俺の言う通りにやらないと、試合に出られなくするぞ！」（コーチ→選手）
・「この仕事は絶対にやれ。失敗したらお前の席はないぞ！」（上司→部下）

危険な目に遭う可能性やキャリアや収入源を断たれる可能性を示され、生命や生活の安全を守れなくなる恐怖や、進路や自分の存在意義を絶たれてしまう恐怖を煽る言葉は、その場でとにかく「言うことをきかせる」という点においては効果てきめんのようです。

特に権威のある相手からこれらの言葉をぶつけられると、冷静な判断ができなくなり、指導者の言葉通りにやるしかないという心境になってしまいます。
◆ストレスで「扁桃体」が恐怖を感じると、冷静な判断が困難に
では、なぜ人は恐怖を与えられると、冷静な判断ができなくなるのでしょう。その謎を解くカギが、脳の「扁桃体」という部分にあります。扁桃体は、脳の側頭葉の内側にある神経細胞の集まりで、生命の維持にかかわる危険性を瞬時に評価し、恐怖などの情動反応の処理を司る部位です。脳における「危険アラーム機能」などと呼ばれています。

たとえば、人影まばらな道でふいに人に出くわすと、急に恐怖の情動に襲われて身構えてしまいます。これは、扁桃体が危険を察知してアラームを発したことによる防衛反応です。このように、扁桃体が正常に機能することによって、目の前の危機から脱する行動を迅速にとることができます。

しかし、こうした脳内アラームが過剰に作動する状態が続くと、大脳新皮質の前頭前野が司る合理的判断が働きにくくなってしまいます。

大脳の前頭前野は、脳の中でも最も人間らしい機能をつかさどる部位です。冷静で合理的に物事を考え対処できること、抽象的な思考や創造性を働かせること、他人の感情に共感できること。こうした人間らしい高度な思考や感情は、前頭前野が司っています。

この前頭前野の働きを高めることで、子どもも大人も自分の能力を伸ばし、創造的で知的、そして人間味あふれる活動が可能になるのです。恐怖感を与える指導を受け続けることで、これらの脳の働きが鈍ってしまいます。

現代社会で生きる私たちには、生命に危機が及ぶような危険に遭遇する機会はさほど多くはないでしょう。しかし、ひどい言葉や態度で繰り返し恐怖を与えられて扁桃体のアラームが度々作動するような状況が続くと、そのたびに防衛反応を優先させなければならず、常に危険と隣り合わせで生きているような心境になってしまうのです。
◆恐怖を感じさせる指導……脳へのダメージは低年齢ほど深刻
虐待や体罰、いじめやパワハラを「絶対にしてはいけない」と言われている理由も、このためです。つまり、これらの恐怖の指導を受け続けると、脳の働きを偏らせ、その人本来の能力の発揮を阻害してしまうためなのです。

恐怖の指導が脳に与えるダメージは、幼少期ほど深刻です。福井大学の友田明美教授らの研究によると、幼少期に激しい体罰を受けた子どもの大脳新皮質の前頭前野は約19％萎縮し、その他複数の脳の部位の正常な発育も阻害することが分かりました。

また、体罰やいじめ、パワハラのように、恐怖を与える指導や行動が繰り返されると、脳の扁桃体の興奮をもとに防衛反応が優先され、冷静な判断ができなくなるのは前述の通りです。こうした指導を受け続けてきた人に「なぜ言いなりになっていたの？」と問うことがナンセンスなのも、このためです。
◆恐怖を与える指導がなくならない理由と解決法・対策法
上のような機序から、恐怖の指導を受け続けている当事者に、指導者に直接交渉し、合理的に話し合うことを期待するのは、そもそも非常に難しいことであると考えられます。

そして指導者自身、自らの行動の不当性を自覚している人は、そう多くはありません。

なぜならこのような指導者は、所属する家庭、学校、会社・組織などの環境内で絶大な権力を持っていることが多く、周囲も進言できない地位にあることが多いためです。自分の指導を客観的に振り返る機会がないため、極端な指導がエスカレートしていくと、暴力や犯罪、自殺などの大きな問題が発生してから露見することも少なくありません。

このように悲惨な結末にならないためには、被害者が恐怖の指導を受け続ける苦しさに気づいた時に、まずその人から離れることです。離れた後のことは、周囲に相談しながら考えていきましょう。相談できる窓口として、家庭の問題は保健センターなどの地域の相談窓口、生徒や学生はスクールカウンセラーなど、パワハラは職場内外の相談窓口があります。

とはいえ、当事者のみでは解決に向けた合理的な判断がしにくく、上のような窓口を探し当てて相談に行くことも難しいことが多いのが実情です。したがって、周囲の人が当事者に声をかけて気持ちをじっくりと聞き、相談窓口につないだり、一緒に問題の解決を考えていったりできるよう、働きかけていくことがとても大切だということを、ぜひ覚えておいていただければと思います。大美賀 直子
https://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20180710-00011618-nallabout-hlth

＊障がい
・障害者の性犯罪被害防止で法整備を 国に要望へ（NHKニュース・7月4日）
自分で被害を訴えることが難しい障害者の性犯罪被害を防ぐため、東京の支援団体が国に対し法律の整備などを求めていくことになりました。

性暴力の撲滅に取り組む東京のＮＰＯ「しあわせなみだ」は４日、都内で記者会見を開き、ことし３月、発達障害のある30人余りにアンケート調査を行ったところ、７割以上が体を触られたり性行為を強要されたりしたことがあると答えたという結果を公表しました。

障害者からは、「どうやって抵抗すればいいかわからなかった」とか「被害をうまく人に説明できない」といった声が寄せられたということです。

調査に協力した発達障害者の金子磨矢子さんは会見で、「障害者は『なにもしないから』と言われると言葉どおり信じてしまいます。意思表示が難しく、性被害に遭いやすいことを知ってほしい」などと述べました。

ＮＰＯは、障害者の性犯罪被害を防ぐため、障害につけ込んだ性犯罪を罰する規定を刑法に新たに盛り込むことや、障害者の被害を丁寧に聞き取り事件として立件する仕組みを作ることなどを、国に求めていくことにしています。

「障害あると ばれず 逃げられると思われる」

小学６年生の時に教師から繰り返し体を触られるなどの被害を受けたという知的障害のある東京の26歳の女性がＮＨＫの取材に応じ、被害を訴える難しさを語りました。

女性は被害を受けた当時の状況について「服を脱がされたり、胸をぎゅーっとつかまれたりしました。嫌な気持ちでしたが、先生が怖くて何も言えませんでした」と話しました。

女性から話を聞いた両親が警察に訴え、教師は強制わいせつの罪で起訴されました。

しかし、知的障害のある女性が被害を受けた日時や場所を正確に説明できなかったことなどから、裁判所は「証言の信用性に疑問を差し挟む余地が残る」などとして、１審、２審ともに教師に無罪を言い渡しました。

女性は「何月何日にやられたとかは覚えていなくて、説明が難しかったです。障害があると言うことに耳を傾けてくれないんだと思いました」と話しました。

その後、女性と両親が学校を設置する自治体を訴えた民事裁判では、刑事裁判とは逆に１審、２審ともに女性の被害を認め、自治体側に賠償を命じる判決が確定しました。

女性の母親は裁判を振り返り、「障害があると、何をしてもばれず逃げられると思われやすい。障害に理解のある人が丁寧に被害を聞き取ってほしいし、刑事裁判で重い罪に問えるよう制度を変えてほしい」と話しました。

https://www3.nhk.or.jp/news/html/20180704/k10011508511000.html?utm_int=news-new_contents_list-items_138

・未婚のひとり親支援拡充へ　障害児通所など負担軽減　厚労省（日経新聞・7月12日）
フォームの終わり
　厚生労働省は、慢性的な病気の子供や障害児のいる未婚のひとり親世帯への支援を拡充する。所得が一定水準を下回る層などを対象に、医療費や障害児向けサービスを利用する際の負担額を減らす。未婚のひとり親世帯は家計が苦しいことも多く、これまで妻や夫と死別・離婚したひとり親に適用されていた減額措置の対象を未婚の場合にも広げることにした。
　減額措置の対象が広がるのは９つのサービス。心疾患、糖尿病などを患う子供への医療費を一部助成する「指定小児慢性特定疾病医療支援」、障害児を放課後や休日に預かる放課後等デイサービスを含む「指定通所支援」などが含まれる。これらのサービスは、負担額の上限が所得に応じて納める住民税（市町村民税）の金額で決まっている。
　厚労省は負担額を計算する際、減額につながる「住民税の寡婦（夫）控除」という措置を、新たに未婚のひとり親にもみなし適用する。従来は夫や妻と死別・離別した母子家庭や父子家庭のみが対象だった。８月に関連省令を改正し、９月から施行する予定。
　実際に負担額が減るかどうかは子供の数などによって違ってくる。指定通所支援の場合、市町村民税を年28万円以上払っている世帯だと月当たりの負担上限額は３万7200円だが、寡婦控除が適用されれば月4600円に下がる。より年収が少ない層では、月4600円から無料になる可能性もある。自身が適用対象になるかどうかは公的機関の窓口などで確かめる必要がありそうだ。
　厚労省は看護師資格などを取得する際の給付金や児童扶養手当の算出などでもみなし適用を採用する方針で、増額につながるケースがあるとみられる。
　今回の措置は2016年に成立した改正児童扶養手当法の付帯決議に基づく。決議では、一部自治体が未婚のひとり親世帯に寡婦控除をみなし適用して保育料などの軽減を始めていることから、国も必要に応じて同様の措置を講じるよう求めていた。
　厚労省の調査では、2011年度で母子家庭は約124万世帯と約20年間で1.5倍に、父子家庭は約22万世帯と同1.3倍に増えた。ひとり親になった経緯をみると、11年度では母子家庭の約８％が未婚で、割合は約20年間で４ポイント上昇した。平均的な所得の半分を下回る世帯の割合を示す相対的貧困率は、ひとり親世帯では５割を超える。
　子供のいる未婚のひとり親への支援を巡っては、川崎市が14年８月に保育所の保育料や小児医療費、市営住宅の利用料などで寡婦控除を適用する措置をとるなど各地で動きが広がっている。
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO32924390S8A710C1CR8000/

・仕事を諦めた親も…通級指導への送迎「大変」　往復１時間半以上も　発達障害などの児童生徒対象の教室（西日本新聞・7月23日）
　発達障害などの児童生徒が通常学級に在籍しながら特別な指導を受けられる「通級指導教室」。小学生の息子を通わせる母親から「往復だけで１時間半以上かけて別の小学校まで送迎しています」と訴える声が特命取材班に届いた。知人の子どもの場合は、担当の教諭が在籍校に来てくれるのだという。どういう事情があるのか。
毎週３時間以上の送迎負担……仕事を諦めた母親
　声を寄せたのは福岡市在住のさゆりさん（４０代、仮名）。「息子が幼く、落ち着きがなくて…」。担任教諭と相談し、今春から通級指導を受けることに。福岡県内の別の自治体に暮らす知人の子と同じように在籍校で受けられると思っていたが、福岡市教育委員会は、在籍校に通級指導教室が設置されていない場合、児童が設置校に通う方式だった。
　週１回、さゆりさんがハンドルを握り、在籍校の授業を抜けた息子を設置校に送り届ける生活が始まった。片道５０分。計９０分の指導後、在籍校へと連れて戻るのに３時間以上を費やす。
　復帰するつもりだった職場では、勤務中に長時間抜けることは難しく、仕事を諦めた。
在籍校への教員訪問はわずか４％　福岡県
　文部科学省によると、通級指導は１９９３年度から小中学校で始まった。発達障害などに対する保護者の意識の高まりを背景に、指導を受ける児童生徒は増えており、２０１７年度は１０万８９４６人と、９３年度の８倍を超えた。
　問題は、全ての学校に通級指導教室が設置されているわけではないこと。岡山大大学院の吉利宗久准教授（特別支援教育）は、さゆりさんのケースを「全国で起きている、通級の最大の課題」と指摘する。
　在籍校に通級指導教室が未設置の場合、設置校に子どもが通う「他校通級」、在籍校に教員が出向く「巡回指導」がある。
　本人や保護者にとっては巡回指導は負担が軽いが、文科省によれば「そもそも財政や人員確保の問題から設置数自体が不十分な自治体もある」。通級指導の教員定数は対象児童生徒１３人に対し１人。「子どもが離れた学校に分散している場合など、巡回は難しい」（文科省）。福岡県の６０市町村のうち、巡回を一部でも導入するのは１７年度は１４市町。児童生徒計３１１８人の４％にとどまる。
　他校に通う場合、児童１人での通学が難しければ保護者の送迎が必要になる。共働き家庭が増える中、通級を断念している人も少なくないとみられる。
　巡回指導を行っていない福岡市教委は、学校に子どもを集める利点を「複数の教員が協力でき、指導法も多彩になる。保護者間でネットワークもできる」と強調する。当初、巡回指導も行っていたという北九州市は指導する児童生徒の増加に伴い、取りやめた。「他校通級は限られた教員でより多くのニーズに応えられる」と話す。
東京都は全校に「特別支援教室」設置
　東京都が先進的な取り組みをしていると聞き、現場を訪ねた。
　「野球好きな人？」「は～い、大好き」。５月中旬、東京都目黒区の油面小では、徒歩圏内の不動小から訪れた教諭２人が、発達障害の児童たちを指導していた。３時限目は一緒に１年生３人を集団指導。４時間目は別教室で３、５年生の個別指導をする。本年度、都内の１２００超の全公立小学校に設置が完了した「特別支援教室」だ。
　発達障害の子どもが、在籍校で指導を受けられるよう１２年度から全校設置を推進。拠点校を設け、そこから教員が効率的に各校に出向く仕組みをつくった。
　目黒区では拠点７校に所属する教員が全２２校を巡回する。田中真弓教諭は「保護者の送迎がいらないのが最大の利点。在籍校の担任教諭と毎週顔を合わせるため連携しやすい」と言う。
　吉利准教授は「子どもや保護者を指導の形態に合わせるのではなく、ニーズに合った指導の形にしていく視点が重要だ」と話す。
https://www.nishinippon.co.jp/nnp/anatoku/article/434985/

＊子どもの貧困
・低所得世帯の高校生２万人が給付金申請漏れ　周知不足で（朝日新聞・7月3日）
　低所得世帯の高校生を対象に、通学用品や修学旅行費などが支給される「奨学給付金」に申請漏れが多くあることがわかり、文部科学省は制度案内のリーフレットを作成した。４年前から始まった制度だが、周知不足もあり、申請漏れは私立高校生だけでも推計約２万人。国公立高校生の対象者数はわからず、申請漏れはさらに多いとみられる。
　高校生の奨学給付金は、生活保護や住民税が非課税の低所得世帯に対して、授業料以外の教育費を支援する返済不要の制度で、２０１４年度から始まった。支給対象は７月１日時点の課税状況で決まる。一部の都道府県では、すでに今年度の申請の受け付けを始めている。
　非課税世帯の全日制に通う第１子は、国公立で年約８万１千円、私立で年約９万円が支給される。１５歳以上２３歳未満の兄弟姉妹がいる場合、国公立が年約１３万円、私立が約１４万円だ。通信制では３万円台となる。
　１６年度は、国公立の高校生約３１万人（８・７％）、私立高校生約１３万人（３・８％）が受給した。
　文科省が私立高校の授業料を補助する就学支援金の受給者を調べたところ、約１５万人が非課税世帯に該当していた。このことから、約２万人が申請すれば受け取れる奨学給付金を受け取っていないと推計する。国公立高校では、非課税世帯かどうかのチェックができず、申請漏れの生徒数が多数いるとみられる。
　文科省は今年度初めて、奨学給付金と就学支援金を同時に案内するリーフレットを作成し、同省のサイトに掲載。２日に都道府県に配布した。国公私立別のリーフレットには、受給するには保護者が住む都道府県に申請する必要がある、と明記したうえで、問い合わせ先の一覧を載せている。
　栃木県のシングルマザーの女性（４８）は４年前、当時住んでいた埼玉県内の私立高校に次女（２０）が入学。学校から案内があり、奨学給付金を１年間受け取った。女性は翌年、仕事の都合で栃木県に転居し、次女は東京にある私立の通信高校に転校した。だが、この時は学校からの案内がなく、生活が急変する中で、制度を忘れていた。その後、受給の申請をしたが、１年分は受け取ることができなかったという。
　「本当に悔しい。年１回の児童扶養手当の確認のときに案内するなど、行政と学校が周知を徹底してほしい」と話す。
　奨学給付金の詳細は、文科省のサイトhttp://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/mushouka/1344089.htm
で。
https://www.asahi.com/articles/ASL6W46FCL6WUTIL01G.html?iref=comtop_list_edu_n01

・貧困支援だけじゃない「こども食堂のカタチ」とは　大阪・西成区で３か所の食堂に密着（Yahooニュース・7月14日）
■こども食堂のこれまで
　近年、頻繁にメディアに登場する「こども食堂」は、子どもが一人でも利用できる無料、もしくは低額の食堂とされており、2016年時点で全国約300か所だったこども食堂は、2018年現在、2289か所にまで広がりをみせている（※1）。子どもの7人に1人が相対的貧困状態（※2）、その数約280万人とされる中、こども食堂は「子どもの貧困支援」という一面が強調されてきたが、その多くは民間主体であり、取り組みは様々だ。高い子どもの貧困率を示す大阪市西成区（※3）にある3か所のこども食堂を取材すると、子育て支援や、子どもと地域住民による交流など、様々な役割・一面が見えてきた。
■各こども食堂の特色
　「にしなり☆こども食堂」は、地域の児童館などで働いてきた川辺康子さんが、生活環境などが気になる子ども達と出会い、2013年に開設された食堂だ。主に週4日開催されており、子どもも大人も無料で利用できる。食事の時間以外にも子ども達は訪れ、遊んだり宿題をしたり、大学生などのボランティアも広く受け入れ、学習支援なども行われている。利用者は主に、地域の一人親や共働き世帯の子どもとその保護者。基本的に利用条件は川辺さんと保護者との面談が可能なこと。ここでは子どものみではなく、保護者も顔が見える関係性を重視する。地縁の薄い一人親家庭からの、「仕事や他出のため保育園の送迎が難しい」、「週末も仕事が入ったため子どもを預かってほしい」などのニーズにも可能な限り柔軟に応え、支える。
西成区では区内全ての中学校区に要保護児童対策地域協議会（以下、要対協）（※4）を設置するという、全国的にも類を見ない取り組みがなされており、川辺さんは当該校区の要対協に出席し、子ども達と接する機会の多い学校や保育園、医療関係者、自治体職員などとも連携しながら、子ども達やその家庭を地域で見守る。また、「にしなり☆こども食堂」近辺の6つの小中高校とも、「西成教育サポート6校連絡会」という形で連携し、子ども達の生活や地域の安全などを話し合っている。学校などがなかなか関係性を構築出来ない家庭に対しても、緩やかな繋がりの場であるこども食堂を通じて関係性が生まれてくるケースもあるという。
また、川辺さんはこども食堂間でのネットワーク化にも力を入れており、NPOを立ち上げ、食堂内に「こども食堂ネットワーク関西」の事務局を置き、集まってくる食材などを他のこども食堂におすそ分けしたり、立ち上げ間もないこども食堂にアドバイスもする。
　
　「こもれびカフェ えほんとごはん」（以下、こもれびカフェ）は毎週金曜日、16時30分から20時まで開催されており、食事を終えた子ども達は思い思いに遊び、保護者たちは地域の様々な情報交換や、育児の話などをしながら過ごす。代表の四宮博子さんは、地域で行われたこども食堂の講演会でその存在を知り、保育士として勤めた経験を活かしながら、子育てをする親のサポートがしたいと考え、昨年自宅を開放し、個人でこども食堂を始めた。
こもれびカフェの料金設定は子ども100円、大人400円。保育士時代から食育に力を入れていた四宮さんは、寄付などの食材も使いながら、なるべく旬の、体に良いものを提供したいという思いを持つ。また、これまで培ってきた保育、療育などの経験を活かし、保護者から寄せられる様々な相談にも対応する。保育園などでなかなか相談する時間が取れずにいる保護者の強い味方にもなっており、こども食堂というよりは「子育てサロン」の色合いが強いかもしれないと本人は話す。
オープンから約1年のこもれびカフェ。地域住民のボランティアにも支えられ、近隣の児童館や公民館などとも繋がりを持ちながら、利用する人たちと地域とのハブにもなってきている。
　
　「永信食堂」の特色は、地域から提供された広いスペースに、子どもから高齢者まで100人近い人が訪れるという点だ。毎月第1第3水曜の18時から20時に開催されている永信食堂は、地域で35年間活動する児童館「山王こどもセンター」（以下、こどもセンター）により運営されている。長年、学童保育を中心に、地域の子ども達の遊び場として機能しているこどもセンターは、時に様々な家庭相談を受け、支援をしながら、こどもセンターを巣立つ障がい児のための、就労継続支援B型事業所「山王おとなセンター」を開設するなど、様々な活動を行っている。
施設長の前島麻美さんは、こどもセンターを利用する子ども達はもとより、社会に出た子ども達や、忙しく育児をする保護者の助けになればと思い、こども食堂を始めたと話す。コンセプトは「お腹をすかせてふらっと来た子が、気軽にご飯を食べられる場」だ。
料金は子ども無料、大人は10円からのカンパ制。開設前はこの広いスペースにどれだけの人が来るのか不安だったと言う前島さんだが、始めてみると毎回訪れる人が増え、こどもセンターの利用者に限らず、地域住民や近隣で働く人、地域的に日雇い労働者など不安定就労層の人も多く、近年では外国人旅行者も増えたため、多様な人々が永信食堂を利用している。また、永信食堂に訪れた子どもが、その後こどもセンターを利用するようになるといった、新たな出会いの場にもなっている。
■こども食堂の有用性
　各こども食堂を訪ねて感じた事は、子ども達の年齢層の幅広さだ。小学生が乳幼児を抱っこしたり、高学年の子が年少の子と遊んだり、世話をしたりと、自分とは異なるモノ（能力・生活環境など）を持つ他者との触れ合いは、子どもにも大人にも、自分の触れた事のない世界を発見させると同時に、多様な価値観を共有する事が出来るのではないかと思う。また、自分が居てもいいんだと思える安全安心な場で、食事をしたり遊んだり、誰かに受け入れられたりする経験は、子ども達の情緒の安定にも繋がっているよう見受けられる。
　利用する保護者からは、「経済的に助かっている」という声から、「家事、育児、仕事をする中で、食事のことを考えなくていい日があるのはありがたい」、「保育園の送迎などで他の保護者に会っても、お互いに忙しい事は分かっているからゆっくり話せない」、「みんなで食事をしながらするおしゃべりが息抜きになる。お店などでは〈家事の手抜き・ちゃんとした母親像プレッシャー〉から、気持ち的に落ち着かない」という声など、多数の意見を聞くことが出来た。保護者にとっても、こども食堂で束の間の休息を取ることは、また新たに育児や仕事に向き合うモチベーションとなっているようだ。
　生活スタイルや価値観の多様化により地縁が薄れ、核家族化が進み、共働きや一人親世帯が増える中、こうした休息の場は、保護者の孤立や心の安定といった面でも有用だ。子どもが傷つき、犠牲になる虐待事案が連日のように報道される中、保護者も安心して休息出来る場の必要性も考えないとならない。保護者が心身ともに安定を崩せば、その影響はそのまま子どもに向かう。
■大人は有料？自己責任論について
　保護者の休息という話の続きになるが、「にしなり☆こども食堂」では大人からも料金を取らない。しかし、代表の川辺さんが色んな所に支援のお願いに行った際、時折言われるのが、「大人からは料金を取りなさい。自分のせいでそうなったんだから甘やかしてはいけない」という言葉、いわゆる自己責任論だ。これに対し川辺さんは、自らの育児期の事を引き合いに出し、「私は疲れてたまに実家へ帰ると、何もしなくてもご飯が出てきて、黙っていても後片付けをしてもらえた。このわずかな休息の時間が、明日からも頑張ろうという気持ちを引き出してくれた。私はたまに食事を提供してもらい、一息つくことが許されるのに、同じように育児や仕事で疲れている保護者に食事を提供する事がなぜ許されないのか」と話すそうだ。
　こども食堂有識者で、今回の取材に応じてくれた湯浅誠さん（※5）は、発信者でもある自身の事も含め、半ば自虐的に「自己責任論の根強いこの社会で、それでもこの相対的貧困状態をなんとかしようという社会合意を形成するため、きれいな貧困、非の打ちどころのない貧困を打ち出してきた経緯がある。そうでないと、メディアなどに登場する当事者が世間から非難され、二次被害を被ってしまうからだ」と語った。また、現在の社会は、「社会が許容できる枠」の中での貧困、5歳児がティッシュをなめて甘いと言ったなど、非の打ちどころのない貧困しか認めない社会であるということを指摘し、相対的貧困状態の高校生がスマホを持っているという状況は、「何が貧困なんだよ」と認めない。でも、そこまで含めてなんとかしようって、日本社会も法律作って合意をしているんですということを積極的に示しつつ、「社会が許容できる枠」を広げていくことが重要とも語ってくれた。
■他者を想像すること
　これは私の個人的な考えだが、今時、生活は苦しくてもスマホぐらいは持ってないと、学校などで友達の輪に入りづらくなるかもしれない。だが、そこから起因して孤立を生む可能性があることは、この社会の多くの人は感知しない。想像が及ばない。
子どもは様々な環境で生まれ育つ。家庭が経済的に苦しかったり、保護者が精神的に安定していないこともあるだろう。そんな中、家庭や学校などで悩みを抱え、それを誰にも相談できず、理解してもらえずに苦しむ子もいるだろう。そんな「しんどさ」を抱えた子が、そのしんどさを理解し、受け止めてくれる「誰か」との出会いが無い中で育つと、どんな大人になるかはある程度想像がつく。そして、非難されない子ども時代を経て、大人になると急に自己責任という社会の批判の下にさらされる。そんな社会を誰が信用し、心許せるだろうか。しんどさを抱え続け育った〈元・子ども〉が、もしもこども食堂のような社会資源で、出会うべき大人と出会えていたらと考えた時、「自己責任だけではない、社会で共有すべき責任（考えなければならない事）がある」と私は感じる。
■こども食堂のこれから
　一緒はめんどくさい、けど一緒は楽しいという事も子ども達に伝えられればと、取材の最後に「にしなり☆こども食堂」の川辺さんは話してくれた。
日本社会はコミュニティが持つしがらみや人間関係などを切り捨ててきたし、実際に負の側面もあった。そんな事を半世紀近くやってきた中で、会社やコンビニ以外でもう何日も人と話してないというような状況にもなってきた。そんな中、意識的にも無意識的にも、「もう少し人と接点を持ちたいな」と折り返してきており、その中で地域コミュニティというものも注目されてきていると、前出の湯浅さんは分析する。
　多くの人の善意で生まれ、支えられているこども食堂は、民間が持つ強みである「自発性と多様性」を失うことなく、社会の「インフラ（あたり前にあるもの）」となっていく事が望ましいと、湯浅さんは言う。「インフラである以上、行政の関わりも必要では？」と問いかけると、「バラつきはあるが、こども食堂に補助金を出す自治体は増えてきている。しかし、行政が出てきて制度化してしまえば、様々な条件も付いてくる」と危惧する。
例えば、「就学援助を受ける世帯の子の利用が何人以上」とか、「広さは人数に対しこれだけ」など。そうなってくると、今の「自発性と多様性」は、お金と引き換えに失われていくだろう。しかし、こども食堂の多くは財政が脆弱で、まだまだ安定していない。そんな中で閉める食堂があると聞けば、何とかした方がよいとも考える。そのためには、自発性と多様性を失わず、あたり前に「こども食堂のような場があればいい」という社会の合意形成が必要で、自治体も補助金を出すのなら、そうした「民の持つ強みを活かすためのお金なんだ」という認識を持ってほしいと語った。
　子どもも大人も、こども食堂という「気づきと交流の場」で出会い、同じ時を過ごしながら互いを知り、多様な価値観に触れる。そんな場で他者への想像力を鍛えられることにより、「子ども達が発する様々なサイン」に気づくことも出来るようになるだろう。こうした事の有用性をどれだけの人が感じ取れるかが、こども食堂が「インフラ」となるかどうかのカギとなる。
きちんと自分の話を聞き、気持ちを理解してくれる出会うべき大人と、地域の中にある、家庭や学校とはまた別のこども食堂のような場（※6）で出会えるという事が、子ども達にとってどれだけ有用か。社会の一員である子ども達が、安心して育っていけるという事が、どれだけこの社会を豊かにするかはぜひ想像してみてほしい。
（※1）「こども食堂2,200か所超える 2年で7倍以上 利用する子どもは年間延べ100万人超」より引用（2018/4/3ヤフーニュース　湯浅誠氏による配信）
（※2）相対的貧困状態：その国の全世帯の可処分所得の中央値の半分以下で生活すること。 4人世帯で年収約240万円、月収約20万円。飢えはしないかもしれないが生活は厳しい。
（※3）大阪市西成区：人口約11万人。こども食堂には子どもの貧困支援以外の一面もあると考え、本取材は子どもの貧困率が高い大阪府の中でも高い数値を示しつつ、子どもに関する様々な取り組みがなされている大阪市西成区のこども食堂に限定した。
（参考資料：子育て貧困世帯 ２０年で倍 ３９都道府県で１０％以上（2016/2/18 毎日新聞）/子どもの貧困 大阪市１５．２％ 平均年収半分未満で （2017/4/14 毎日新聞）/国民生活調査 子どもの貧困１３．９％、１２年ぶり改善（2017/6/27 毎日新聞）/大阪市子どもの生活に関する実態調査報告書（西成区版））
（※4）要保護児童対策地域協議会：要保護児童の早期発見やその適切な保護、又は要支援児童及びその保護者または特定妊婦への適切な支援を図るため、関係機関、関係団体及び児童の福祉に関する職務に従事する者その他の関係者が当該児童等に関する情報や考え方を共有し、適切な連携の下で対応していくこと。（大阪市要保護児童対策地域協議会設置運営要綱より一部抜粋）。
簡単に言うと、地域の気になる子どもや家庭を、行政民間交えた関係機関で情報共有し、見守ろうという会議体。
（※5）湯浅誠：社会活動家/法政大学現代福祉学部教授/「こども食堂安心・安全向上委員会」代表
（※6）こども食堂の中には、補助金を受けていなかったり、こども食堂関連のネットワークに加盟していない食堂もある。また、登録制などにして、あえてクローズドで運営し、ピンポイントに支援を行うこども食堂もあれば、こども食堂とは名乗らないが、同様の取り組みを行う個人、団体もある。ここでは遊び場や無料学習支援塾なども含め、「利用する子どもが必要とし、その子にとって有用な全ての場」という意味合いから「こども食堂のような場」という表現にした。
ーーーーー
以下にこども食堂関連のヤフー募金ページを紹介する。本記事や今回取材させて頂いた各食堂のリンクと共にご覧いただき、こども食堂などの「こどもの居場所」に対し、社会の関心が高まることを願う。
全国のこども食堂を安心・安全な場所にこども食堂の保険加入をすすめたい！ - Yahoo!ネット募金
子どもたちに温もりと栄養を～冬休み「こども食堂」プロジェクト～ - Yahoo!ネット募金
https://news.yahoo.co.jp/byline/shigeeyoshiki/20180714-00088987/

＊性暴力
・刑法犯の認知件数、最少ペース　警察庁、上半期まとめ　性犯罪の摘発増（日経新聞・7月19日）
　今年上半期（１～６月）に全国の警察が認知した刑法犯の件数は３９万８６１５件（前年同期比５万２０５４件減）で、戦後最少だった昨年を下回るペースで推移していることが１９日、警察庁のまとめ（暫定値）で分かった。昨年７月施行の改正刑法により厳罰化された性犯罪の一部罪種で摘発件数が増えた。
　改正刑法では、強姦罪が強制性交罪に名称変更され、被害者に男性を含め、性交類似行為も対象とした。また、起訴するのに被害者の告訴が必要な「親告罪」規定が削除された。強制性交など改正前の強姦に関わる罪種で見ると、認知件数は４７４件から６０１件に、摘発件数は４３１件が５３５件にいずれも増加した。
　刑法犯の認知件数が減ったのは、７割以上を占める窃盗犯の減少傾向が続いているのが主な要因。防犯カメラの普及が進んでいることなどが影響しているとみられる。
　都道府県別の認知件数は、東京が最も多い５万５３９４件で、大阪の４万７６２６件、埼玉の２万８８４３件と続いた。少なかったのは鳥取の１０１７件や秋田の１１９５件など。
　刑法犯の摘発件数は８３７９件減の１５万２７９９件。摘発者数は５１１５人減の１０万５７９人で、このうち少年は１万１６８９人に上った。
https://www.sankei.com/affairs/news/180719/afr1807190008-n1.html

＊性的搾取
・店から消えたＪＫ　ネット潜行、都外に移動も　規制条例施行１年（産経新聞・7月16日）
　ＪＫビジネスを規制する東京都の条例施行から１年が経過して都内のＪＫビジネス店は激減し、女子高生ら少女は店から姿を消した。警察当局内では、インターネットの世界に“潜行”したデート援交が、児童買春に発展することへの懸念がある。規制条例のない都外の店に、少女らが移動している現状も指摘されている。
　「ランチご一緒しませんか」「平日夕方から都内で」。短文投稿サイト「ツイッター」などでは、デート援交を持ちかけているとみられる書き込みが相次いでいる。警視庁は警察官が身分を明かさずに連絡をとり、実際に会って注意や指導をする「サイバー補導」に力を入れている。
　捜査関係者によると、デート援交は「パパ活」などとも呼ばれ、１回あたり数千円を受け取り、一緒に食事や散歩などをする。「表のＪＫビジネスで働けなくなった女子高生らがインターネットで小遣い稼ぎをしている可能性が高い。児童買春などの犯罪にもつながり、危険だ」。同庁関係者は警戒感を強める。
　ＪＫビジネスは平成２０年ごろに秋葉原で始まり、現役の女子高生らが働くことで物議を醸した。当初は制服を着て添い寝などをする「リフレ」が主流だったが、外を一緒に歩く「散歩」や、会話などをする「コミュ」といった業態が登場。一部の店舗では、性的なサービスをする「裏オプション」と呼ばれる違法行為が明らかになった。
問題に対処するため、都は平成２９年７月、規制条例を施行。営業の届け出を義務化してＪＫビジネスの実態把握と違法業者の排除を進め、警視庁が把握する店舗数は同年６月の７６店舗から、今年６月には３７店舗（届け出数）に減った。
　ネットを介したデート援交の横行以外にも、無届けの違法店舗がＪＫビジネスと称して少女を派遣するケースが確認され、警視庁が摘発を進めている。
　ＪＫビジネスに詳しいノンフィクションライターの高木瑞穂さんは「少女たちの一部は規制条例のない別の都市で働く場所を求めている」と指摘する。高木さんによると、首都圏郊外のＪＫビジネス店には「未成年でも働けますか」などの問い合わせがあるという。
　愛知県や大阪府では都と同様の条例が施行されている。神奈川県や兵庫県でも今後施行される予定で、ＪＫビジネス規制は広がりをみせている。高木さんは「規制を強めることだけでは少女が巻き込まれる犯罪の抑止にはならない。ＳＮＳなどの監視も強化していくことが大切だ」と強調する。
https://www.sankei.com/affairs/news/180716/afr1807160004-n1.html

＊SOGI（ソギ・性的指向と性自認／Sexual Orientation＆ Gender Identity）

・もしも友達にLGBTと打ち明けられたら…？（ALLAbout／Yahooニュース・7月21日）
今回、私がこのテーマでの執筆を依頼されたときに感じたのは、「これがテーマとなること自体、やはり打ち明ける方も、打ち明けられる方にも壁がある」「だからこそ、このようなテーマでの執筆を依頼されたのだ」ということでした。

そして、その壁の存在自体にも、私はとまどいを感じました。なぜなら、ここずっと、感じていない感覚だったからです。
 
◆LGBTが生きやすい国、オランダでは？
私は、現在オランダに住んでいます。まもなく10年を迎えようとしています。その日々の中で、他者との違いを、“異”と取るか、“個”と取るかが、大きく変わったように思います。

オランダ人は、あらゆることに寛容でオープンだと言われていますが、住んでみてそれを実感しています。外国人として住んでいることで特別視されることもありませんし、特別扱いされることもありません。

「日本人、だから？」と“異”に対する壁がないのです。LGBTに関してもそうです。オランダといえば、世界で始めて同性婚が認められた国。さらには、アメリカの調査で「LGBTが生きやすい国ランキング1位」にも選ばれています。
 
実際に、私が住んでいるマンションにもLGBTのカップルがいますし、我が子がお世話になっている学校の先生方の中にも何人もいます。

だからといって、そのことが話題になるわけでもありません。たとえば、「あの人は日本人だ」「あの人は左利きだ」「あの人は金髪だ」のような、変えようのない、選びようのない事実と同様、「そうなんだ」と受け止めているので、特別に話題にすることがないのです。
 
この部分、日本とオランダでは、大きく違うと思います。そしてこの背景には、日本人と欧米人のメンタリティーの違いが関係していると私は考えています。
 
◆日本の「和」の文化が、ときに……
心理学の研究で、日本人と欧米人は、自己観の捉え方が違うことが分かっています。日本人は、「相互協調的自己観」、欧米人は、「相互独立的自己観」。日本人は、他者となじんでいる、上手くやっていると感じると、「自分は価値ある人間だ」と見なす傾向があります。

和の文化です。一方、欧米の人は、自分の特色や「らしさ」に自己の価値を見出します。よって、欧米人にとっては、他者との違いが「自分らしさ」になるのに、日本人にとっては、それが逆に不安や劣等感の原因になってしまうのです。

「和」の文化は、先の震災のときなどには、ものすごいパワーを生み出し、復旧、復興への支えになりましたが、ときにネガティブな方向へと転ぶことがあります。「偏見」や「いじめ」はその典型です。

日本人は、「和」を強調するあまり、そこになじもうと無理もするし、外れた人をのけ者にしようとしがちです。集団行動を好むあまりに、違いを受け入れるのが苦手になってしまっているところがあると言えます。それゆえ、「友達にLGBTと打ち明けられたら」ということがあえて取り上げられるのでしょう。
◆今の日本で望ましい対応は？
・打ち明けてくれたことに対する感謝を伝えること
・打ち明けられたことを、他の人に口外しないこと

これらが最低限心がけたい点なのではと思います。まだまだオープンではない日本の現状で、この人ならと思って打ち明けている思いを、軽んじるような行動は慎みたいものです。

ただ、実際に目指すのは、そこではなく、そもそもこのようなことを不安に思ったり、心配したりしなくていい社会だと思います。オランダでも、ずっと前から今のような状態ではなかったようです。

LGBTの権利を主張する団体が設立されたのが第二次大戦直後の1946年、そして、同性婚を認める法律が発行されたのが2001年と、まさに今日の社会は、オランダ人が歴史の中で変えてきたものなのです。意識することで、見方や捉え方は変えることができるのです。

私は普段、子供の心理を取り扱っていますが、悩みの根源は非常に似ていると思います。自分が人と違う、人が自分と違う、それを、「異見」とするから、仲間外れ、いじめ、偏見につながり、嫉妬、不安、怒りなどの負の感情が生まれてしまいます。

「異見」とせずに、「意見」と捉えられれば、それぞれの違いが色味となり、どれほどお互いが楽になるかと思うのです。そうなれば、「友達にLGBTと打ち明けられたら」というトピックもわざわざ語られなくなるのではないでしょうか。
https://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20180721-00011977-nallabout-life

＊SNS関連
・ネット依存のおそれ、中高生５２万人　厚労省が推計（朝日新聞・7月20日）
　厚生労働省の２０１２年度の調査では、ネット依存症の恐れがある中高生は約５２万人いると推計された。１２人に１人ほどの割合だ。
　依存症を防ぐ活動は広まりつつある。元大学教授や医師らが昨年、「ネット健康問題啓発者養成全国連絡協議会」を設立。今年に入り、関東や東北などで「ネットアドバイザー」の養成講座を始めた。
　米国では、小児科学会が１６年に出した声明で、保護者は学齢期の子どもと、スマホやテレビといった媒体ごとに１日の使用時間を決めるよう推奨した。そのうえで、１日１時間は体を動かす、睡眠を十分にとる、寝る時はスマホを部屋に持ち込まない、ネットなどを使わない時間を家族と過ごすように呼びかけている。
　「使い過ぎなどを防ぐ機能の積極的な利用も予防には役立つ」と、ときわ病院（札幌市）の館農勝こども発達センター長は語る。どのスマホの機種にも、ダウンロードするアプリや閲覧サイトを保護者が制限できる機能が備わっている。アプリごとの使用時間を制限できるものもある。アップルは今秋更新される基本ソフトに使用時間を制限できる機能を導入する予定だ。
https://www.asahi.com/articles/ASL7N0H9RL6XULBJ00J.html?iref=comtop_list_nat_n01

・家族といてもスマホ６割　日本、４カ国調査で最高（日経新聞・7月26日）
フォームの終わり
　日本の親子らの約６割が、家族と一緒にいてもそれぞれが自分の携帯電話やスマートフォン（スマホ）を操作しており、米国、中国、韓国と比べて最も高い割合だったことが26日までに、国立青少年教育振興機構などが４カ国の小中学生に実施した調査で分かった。子どもが話そうとしても、親が「時間がない」などと言う割合も日本が最も高かった。
　同機構の担当者は「スマホやインターネットの利用の在り方を見直して、子どもと真剣に向き合う必要性を示す結果ではないか」と話している。
　調査は同機構などが昨年９～11月に実施。４カ国の小５～中２の男女計約１万人が回答した。
　「家族が一緒にいてもそれぞれが自分の携帯電話やスマホを操作している」との設問に、「よくある」「たまにある」と答えた小学生の割合は、日本が最も高く57.5％。次いで韓国51.5％、米国38.8％、中国38.3％だった。中学生も日本は65.0％で、４カ国で最高だった。
　さらに「親と話そうとするとき、親は『時間がない』『いま忙しい』などと言う」との設問でも、「よくある」「たまにある」と答えた割合は日本は小学生44.0％、中学生36.4％となり、他の３カ国を上回った。
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO33451040W8A720C1CR8000/

＊その他
・予算面で後回し、見逃しも　学校の危険塀に各地で対策（朝日新聞・7月2日）
　「予算が塀の改修に回らなかった」「基準に合わない塀が見逃されていた」――。大阪北部地震での死亡事故を受けて、全国で進む学校のブロック塀調査。これまで後回しにされてきたブロック塀の安全性確保に向けて、各地で取り組みが動き始めた。
　朝日新聞は全国の都道府県教育委員会などに、建築基準法施行令の基準に合わないことが疑われるブロック塀があると確認した小中学校や高校、特別支援学校の数を尋ねた。６月２９日までの取材では、少なくとも計２４９８校となった。大半が目視による点検で、状況把握に乗り出している。
　鳥取県や静岡県は基準に合わない塀に加えて、対策が必要と判断した塀も含めて計上。兵庫や岐阜、奈良の各県は公立幼稚園も含む集計だった。
　岐阜県では、公私立の計７６７校中６７校が該当。佐賀県ではブロック塀のある県内の公立１４４校中、６５校が該当した。さいたま市は小学校１０３校のうち半数超の５６校の塀で基準不適合が疑われている。市教委の担当者は「古い学校が多く、予算面で改修に手が回らなかったことも一因だ」と説明する。
　大阪の被災１３市町では、豊中市５３校、吹田市４５校、茨木市３６校、枚方（ひらかた）市３１校、守口市１６校、高槻市１５校など。現段階で府内では２００校を超えた。交野（かたの）市は小中学校１４校のうち、７割にあたる１０校で基準に合わない疑いが生じたため、１０校すべてで撤去する方針。担当者は「こんなにあるとは思わなかった。結果的に見逃されていた」と話す。
　文部科学省は学校に危険なブロック塀がどれほどあるかをつかんでおらず、今回初めて全国的な調査に乗り出している。
　ブロック塀の危険は学校にとどまらない。兵庫県は保育所や障害者施設を含む公共の約１万２千施設のうち、約１割で基準に合わない疑いがあると発表した。国土交通省も全国の自治体に、民間のものを含むすべてのブロック塀の点検を要請している。
　大阪府高槻市で登校中に女児（９）が巻き込まれたブロック塀は高さが３・５メートルで控え壁がなく、市は建築基準法に違反していたと認めた。府警は業務上過失致死容疑で捜査している。
https://www.asahi.com/articles/ASL715DNTL71PTIL00F.html?iref=comtop_list_edu_n01

・＜中学と高校＞文化部活動にも休養日や活動時間の指針設定へ（毎日新聞／Yahooニュース・7月10日）
◇文化庁、運動部活動と同様に　生徒と教員の負担軽減目的に

　文化庁は、中学校と高校の文化部活動について、運動部活動と同様に休養日や活動時間のガイドライン（指針）を設けることを決めた。生徒と教員の負担を軽減するのが目的で、１２日に有識者による第１回会議を開く。運動部活動についてはスポーツ庁が今年３月、休養日を週２日以上、平日の活動時間を２時間程度とする指針をまとめ全国の自治体や中高に通知しており、これを踏まえて適切な活動の在り方を検討する。

　部活動を巡っては、教員の働き方改革を議論している中央教育審議会の特別部会が昨年１２月、当時スポーツ庁が指針を策定中だった運動部だけでなく、文化部でも検討する必要があると指摘した中間報告を提出。これを受けて文部科学省がまとめた緊急対策に、文化部の指針作成も盛り込まれた。

　文化部は一般的に運動部と比べてけがや体調異変のリスクが低いとされる一方、吹奏楽部や合唱部など一部で運動部並みに練習時間が長くなっているとの指摘もある。

　運動部の活動時間はスポーツ庁が調査しているが、文化部のデータはなく、有識者会議は運動部の指針を参考にしつつ、年内を目標に休養日や活動時間の設定、関係団体との連携などについて指針をまとめる。
https://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20180710-00000004-mai-life

・【Japan Data】小中学生の不登校は4年連続増の13万3683人：中学生は友人関係に悩む（nippon.com／Yahooニュース・7月12日）
文部科学省が2018年2月に公表した「児童生徒の問題行動・不登校等調査」によると、年間30日以上欠席した不登校の子どもは、全国の国公私立の小中学生合わせて前年度比6.1%増の13万3683人に上り、4年連続で増加した。うち小学生は同10.4%増の3万448人、中学生は4.9%増の10万3235人。小学生では全児童の1%、中学生では全生徒の4.1%が不登校となっている。

学年別にみると、小学校は6年生の9794人、中学校は3年生の3万9580人が最も多く、小学1年から中学3年までの9年間、一貫して学年が高くなるにつれて増える傾向がみられた。

不登校の要因は、小学生では「家庭に関わる状況」が53.3%と過半数を超える。「いじめ」は0.7%、「いじめを除く友人関係をめぐる問題」が18.8%だった。中学生になると、「家庭」要因は28.9%に低下する一方で、「いじめ」0.5%、「いじめを除く友人関係」が27.2%となり、学校での人間関係がより大きなウエイトを占めるようになっている。

不登校児童生徒のうち「90日以上欠席」は、小学校は1万3736人、中学校は6万3706人。不登校児童生徒の半分以上が超長期の欠席となっている。
https://headlines.yahoo.co.jp/article?a=20180712-00010001-nipponcom-soci

・【性教育】10代の中絶が少ない富山　出前授業に奮闘する産婦人科医たち（Yahooニュース・7月13日）
「中学生の性教育はどうあるべきか」。全国で大きな議論になっている。そんな中、富山県では産婦人科医と教員らが一体となった「出前授業」の取り組みが20年以上前から行われ、成果を挙げている。どんな内容なのか。
生徒へストレートに伝える
「4月1日に命を作る行為をすると、赤ちゃんが生まれるのはクリスマスイブです」
　日本産婦人科医会常務理事で、「女性クリニックWe富山」院長の種部恭子医師（53）。27年前から富山県内の小・中・高等学校へ、性教育の出前授業に出向いている。この日は中学2年生を前に1時間弱。重要な数字は連呼し、写真や図をパワーポイントで示して解説した。弾丸トークからは、「与えられた時間を、1秒たりとも無駄にしない」という気迫が伝わってくる。
　性交については、医学的な知識をストレートに語った。
「精子は体外に出るとすぐに死んでしまうので、生き延びられる場所まで届けないと命はできません。命を作るときは、女性の体の赤ちゃんが生まれる通り道の出口から3～4センチの所まで、男性が精子を届けなければいけません。だからヒトは『性交』という行為で精子を届けて命を作ります」
コンドームは1個100円以下です
　避妊については「危機管理」の方法を具体的に伝える。
「性交のとき、『コンドーム』というゴム製のカバーを男性の性器につけることで、精子が女性の体内に入るのを防ぐことができます。コンドームは、コンビニなどで売っているよ。1個100円以下です。また、性感染症は防げませんが、女性が『低用量ピル』を飲むことで、卵子が出るのを一時的にとめることもできます。1か月2000円程度で……」
　避妊と性感染症予防には、コンドームと低用量ピルの併用が有効であると説明。さらに、「医師が作成した『コンドームの達人』というサイトを見て！　コンドームの保管、持ち歩き方、パッケージの切り方、爪の切り方。ここまで学ばないと性感染症から自分の命を守ることはできません」とまで言った。
　そして、声のトーンをぐんと上げる。「妊娠した場合は早く相談を」と何度も念を押した。
「予期せぬ妊娠が起こったら、産むか産まないかのどちらかの選択しかありません。よく考えて、シアワセだと思う方を選べばいい。しかし、考えることが許される時間は実に短いのです。だから数え方を知ってほしい。性交した日を妊娠1カ月と数えます。性交から2週間後で、すでに妊娠2カ月。人工妊娠中絶を選択できるのは22週まで。産んで育てる選択をするなら、なおさら早くから医療が必要。妊娠が分かったら1日も早く、信頼できる大人へ救いを求めてください」
　伝えたいのは「1人で抱え込まないで。助けを求めていいんだよ」ということだ。そして、親や教員には言えない生徒のために「妊娠出産悩みホットライン」の電話番号を書いたカードを配った。
キスを断るなら、どう伝える？
　授業は医学的な知識や避妊の方法を伝えるだけではない。交際相手に自分の意志をうまく伝える「コミュニケーションスキル」にも言及している。「好きな人から『キスしていい？』と聞かれたらどうする？」と質問。そして、四つの段階を踏んで、「断るなら、どう伝えるか」を考えさせた。
1：自分の心を見つめる／自分はどうしたいかを自問自答
2：自分を認める／悩みながら生きている自分をほめる
3：自分をコントロールする／泣きたい気持ちや怒りを抑えるために自分をケアする
4：「私は○○だと思う」と自分を表現する／シンプルに伝える。言いにくいことが言えた自分をほめてケアする
　恋愛の場面に限らず、コミュニケーションスキルは大切だ。種部医師は部活動でのチームワークを例に挙げながら、生徒に思索を深めさせた。「互いを尊重できる関係性があってはじめて、シアワセな性といえる」という気づきを促すことが狙いである。
　種部医師の出前授業は、「エロ」や「わいせつ」といった、性に対する後ろめたいイメージを払拭することから始まり、かなり踏み込んだ内容に及ぶ。中学1年生には包茎やマスターベーション、妊娠の仕組みなどを。2年生以上には望まない妊娠やエイズ、性感染症の話を中心に伝える。筆者も授業を何度か見学したが、生徒は全員、顔を上げて聴き入っていた。
　多くの中学では出前授業の後に生徒からアンケートを取っている。感想はさまざまだが、多くは前向きで、率直。モヤモヤ感が解消された……というニュアンスのコメントも多かった。
「誰にも聞けないし、聞いてはいけないと思っていたことが分かった」（2年男子）
「今、付き合っている彼女を本当の意味で大事にしたい。欲望のまま、行動してはいけない」（2年男子）
「同性愛も含め、愛の形はそれぞれ。人を愛することは素晴らしい。相手を尊重したいと思う」（2年女子）
診察室で待っているだけではいけない！
　種部医師は1991年から出前授業を行ってきた。最初は東京。1992年に富山県にUターンしてからは黒部市、富山市で学校や地域からの要請を受け、性についての講演を始めた。
「高校時代に産婦人科を受診したとき、威圧的で無神経な医師の態度に怒りを感じました。だから自分が産婦人科医になり、思春期の女の子が相談しやすい医師になろうと思いました。1990年代後半に10代の人工妊娠中絶が増え、『診察室で待っているだけではいけない』と出前授業や啓発活動に力を入れるようになったのです」
　産婦人科医を中学校へ派遣する事業は、「専門医制度運営事業」の一環として行われている。富山市教育委員会は1992年度に同事業をスタート、種部医師は当初から参加している。精神科医らも講演や相談を通じて生徒や教員、保護者を支えている。小学校の教員や保護者・児童へは個別相談という形で対応する。
　どんな年代の女性にとっても、産婦人科を受診するのはハードルが高い。思春期ならなおさらだ。だから10代の女子が産婦人科を訪ねたときには、すでに妊娠週数が進んでいることが少なくない。種部医師は「妊娠・出産について正確な知識を、もっと早くから学んでおいてくれれば……」と唇をかむ。一方で、社会全体を見渡せば、不妊に悩んでいる30代、40代の女性は多い。産婦人科医はジレンマを抱えて、女性の妊娠・出産のさまざまな課題と向き合っている。
バッシングの中、富山市長に提言
　2000年代前半に全国で性教育バッシングが起こった。東京の養護学校で人形を使った性教育の授業が行われたことなどが都議会で問題に。それがきっかけで「過激な性教育で寝た子を起こすな」「小学生にピルを教えているのは問題だ」と国会でも議論になり、文部科学省が全国の学校を対象に調査を行った。調査の結果、児童にピルや性交について教えていた学校は一つもなかった。しかし、全国の学校は委縮してしまった……という経緯がある。
　こうした逆風の時に、種部医師は「富山では医師による科学的な性教育を止めてはいけない」と提言した。森雅志富山市長に、性の深刻な現状をデータで示し力説。市長も理解を示し、同市は事業を継続した。その後、種部医師は同市教育委員、富山県教育委員を歴任し、富山の性教育の充実に励んでいる。
　2018年度、富山市教委は種部医師をはじめ、7人の産婦人科医を中学全26校に派遣している。出前授業を保健体育の一環として行うか、特別活動で実施するかは、学校の裁量による。産婦人科医は子どもたちが抱えている問題や発達段階に合わせて、それぞれ工夫しながら授業を展開している。教師が行う保健体育の授業と医師の出前授業を組み合わせることで理解度が上がるよう、学年を通して計画を立てている。
　種部医師に日本の性教育の課題について聞いてみた。
「性教育は『命は大切』など抽象的な理念を押し付ける場ではなく、『危機管理』の方法を教えるものです。トラブルを避け、将来シアワセになるための知識を身につける必要があります。しかし、日本では小・中学校で『関係性』を含めて性交を学ぶ機会がなく、性感染症の予防だけを教えることになっています。まるで『交通事故に遭わないように』と言っておきながら、車が何かを教えないようなものです」
指導要領では性交・避妊などを制限
　文科省の中央教育審議会は学習指導要領で、中学校での性教育は性交に関する具体的な内容や避妊、人工妊娠中絶を盛り込んでいない。したがって、教員はそれらを授業で詳述できないでいる。「命の大切さ」や「『18禁（18歳未満閲覧禁止）』のアダルトサイトが性の本質ではない」とまでは伝えているが、踏み込んだ指導にまでは至っていないのだ。
　産婦人科医の出前授業を、教員はどう見ているのか。富山市内の保健体育の40代男性教員に聞いてみた。
「教科書には『生命の誕生』として精子・卵子・子宮などの図があっても、性交やコンドームの付け方、人工妊娠中絶の記載はありません。教員の裁量として、性交や避妊、人工妊娠中絶について言及しても、性感染症予防に論点を置き、口頭でさらりと言う程度です。だからこそ、産婦人科医が踏み込んで話してくれるのは、ありがたいです」
　学校での性教育は、学習指導要領の制限が足かせとなっている。また、性暴力被害や人工妊娠中絶を経験した生徒もいるかもしれないという配慮も必要である。時には、性教育の授業で、気分が悪くなって退出してしまう生徒もいるという。教員にとっては、「思春期の性教育は荷が重い」というのが正直なところだろう。しかし、医師による授業ならば、教師の負担は軽くなる。生徒も「専門家による特別な話」と思って聴くことが多いという。
　このような理由から教員たちも、産婦人科医による性教育の授業は基本的にウエルカムだ。富山県内では運動部の指導において、地域の元アスリートや指導者の協力を得る制度があり、「専門家の力を借りる」ことに肯定的な土壌がもともとある。
富山市の10代中絶率は低い
　種部医師は「富山市では産婦人科医の出前授業が定着し、この結果10代の人工妊娠中絶は年々、減少しています」と話す。富山県健康課がまとめた富山市の「20歳未満の人工妊娠中絶実施状況」によると、中絶数は10年間で72から28に、1,000人あたりの人工妊娠中絶率は7.5から2.1に減っている。2013年度以降は14歳以下も分母に加えているので率が低下するのは当然と思われるが、中絶数が半減以下と変化は大きい。出前授業の影響があると同市教委は考えている。
　富山県全体を見ても、10代の中絶率は全国平均より低い。厚生労働省の「人工妊娠中絶実施率（女子人口千対）年齢階級・都道府県別」では、20歳未満の人口1000人に対する中絶率は3.1％である。奈良（2.8％）、埼玉（3％）に次いで、富山は全国3番目の少なさだ。
（編集部作成）
「医師に丸投げ」ではダメ
　その一方で「出前授業にも課題はあります」と、学校現場にあえて疑問を投げかける声がある。埼玉大教育学部の田代美江子教授（56）だ。海外の性教育について調査・研究している。このほど出版された『教科書にみる世界の性教育』（かもがわ出版）の編著者でもある。
「医師の存在は特別だし、言葉にも説得力があります。全国には、医師だけでなく助産師が出前授業をしているところも。強い使命感を持って、いい話をされている方は少なくありません。しかし、『医師に丸投げ』というケースがあるんです。1年に1度、全校生徒を集めて外部講師に50分間しゃべってもらい、学校側はそれで性教育をやったことにしている。場合によっては、教員が講義を聴いていなかったりする。専門家による出前授業の必要性を本当に理解していないことがあります」
性教育が学校と教員を変える
　田代教授は、学校現場における性教育がどうあるべきかについて持論を展開した。
「性教育の授業づくりで必ず子どもに伝えることの一つは、『信頼できる大人に相談する』というメッセージです。学校の先生方には、その『信頼できる大人』になってほしい。そのためには、先生方が、子どもたちの知りたいことについて、誠実に応えられる大人になることが重要なのです」
　性教育が充実しているかどうかは、学校の雰囲気や校長ら管理職の姿勢によって随分、違うらしい。当然、性教育に消極的なところもある。しかし、性教育に正面から取り組むことで教員と生徒、教員同士の信頼関係は深まっていくという。
「思春期の子どもたちは、性に興味津々です。ごまかしたり、はぐらかしたりするのではなく、子どもたちが本当に知りたいと思っていることに答えられたとき、教員はやりがいを感じるはずです。それが、教育の醍醐味です。性教育は、その醍醐味を味わえる絶好の機会。子どもたちの知的要求に応えるためには、教員自身が性のあり方について、深く考え、学ぶ必要があります」
　出前授業を医師などに依頼するならば、事前に教員のほうから「伝え方」について提言することも必要だという。なぜなら、科学の難解な知識が生徒に伝わりにくかったり、医療に関する事柄をストレートに話して不安にさせたりしてはいけないからだ。田代教授は「教員は講師である医師らとの信頼関係を深め、交流し、『ともに性教育をつくる』という姿勢でいてほしい」と話す。
　性教育は、保健体育の教員や養護教員だけが担うものだと思われがちだ。しかし、性教育を包括的にとらえれば、どんな教科でも性について考える機会を持つことは可能だという。　
「ある学校では国語の教員が島崎藤村の詩『初恋』と、身近なアーティストによる初恋をテーマとした楽曲の歌詞を比較して、恋愛について考えさせる授業をしました。これもまた、性教育です。学校全体で性教育に取り組み、性を恥ずかしいものではなく、大切なこととして肯定的に語ることができる雰囲気づくりこそ必要です」
学習指導要領の「はどめ規定」
　田代教授は「日本の子ども・若者が性について学べない状況はきわめて深刻」と警鐘を鳴らす。教員が、性教育を実践することに躊躇（ちゅうちょ）する原因の一つとして、学習指導要領に性教育を抑制する「はどめ規定」があることを挙げている。　
「そもそも、学習指導要領は『おおまかな教育内容』なので、各学校が児童・生徒にとって必要だと考える教育をすることはいくらでも可能です。でも、先生方が安心して性教育を実践するためには、学習指導要領の『はどめ規定』をなくし、性教育を学校教育にしっかりと位置づけることが重要。そうすれば、性教育のテキストや教材も充実していくでしょう」
　学校が性教育の指導に後ろ向きな場合、教員はどうしたらいいのだろうか。
「まず自分と同じように性教育が必要だと思っている仲間を見つける。そこからスタート。もしそういった仲間が見つからなければ、学外の講座やサークルなどで学び、そこで仲間をつくり、いつか自分の学校で実践できるように力をつけておく。とにかくあきらめないことです」
　性教育は「生徒が、なかなか本音を話してくれない」などと悩む教員にとって、生徒との距離を縮めるきっかけとなるのかもしれない。なぜなら、性や恋愛は誰にとっても大切で、共感できるテーマだからだ。そのためには、教員が萎縮せず本音を語ることが大切だろう。
　ネット社会の現在、生徒は性に関するさまざまな情報にさらされている。好奇心は、いつも刺激されているといっても過言ではない。また、現実的な問題として、生徒が望まない妊娠をしたり、性暴力を受けたりするケースはある。正確な性の知識を教えたり、被害から身を守る術を伝えることも必要だろう。
「寝た子を起こすな」という意見は依然としてある。教員はこれらの現状を踏まえ、中学生らに対して、どのような性教育をすべきだろうか。産婦人科医の出前授業を生かしてきた富山市の取り組みを一つの事例とし、今後の性教育のあり方を考えてみてはいかがだろうか。
■参考
・富山で性教育指導セミナー全国大会
　2018年7月29日、富山市内で「第41回性教育指導セミナー全国大会」が開催される。テーマは「現代の生きにくさに立ち向かう性教育～自立、そして恋愛へ～」。本稿で紹介した種部医師、田代教授もパネリストや講演者として発言する予定である。
※大会ホームページ
https://conv.toptour.co.jp/2018/seisemi41-toyama/
※参考文献
・日本家族計画協会／2016年1月・目で見る人工妊娠中絶
https://www.jfpa.or.jp/paper/main/000559.html
・同上／2015年11月・種部医師インタビュー
http://www.jfpa.or.jp/paper/cat84/000542.html
・現代性教育研究ジャーナル／2016年3月・種部医師寄稿

http://www.jase.faje.or.jp/jigyo/journal/seikyoiku_journal_201603.pdf
・『ティーンズの生理&からだ&ココロの本ー―娘に伝えたい』（かもがわ出版）種部医師らによる共著
・WEB　RONZA／2018年5月・田代教授寄稿
http://webronza.asahi.com/culture/articles/2018042400008.html
http://webronza.asahi.com/culture/articles/2018042500002.html
・『教科書にみる世界の性教育』（かもがわ出版）田代教授らによる編著

・『国際セクシュアリティ教育ガイダンス――教育・福祉・医療・保健現場で活かすために』（明石書店）ユネスコ編集、田代教授ら翻訳

https://news.yahoo.co.jp/byline/wakabayashitomoko/20180713-00088891/

・「あそびってあほみたい」？遊びを奪う保育所・幼稚園の重罪　（現代ビジネス／Yahooニュース・7月26日）
「あそぶってあほみたい」ではない
　かつて、これほど私たち大人たちに衝撃を与えた子どもの言葉があったでしょうか。

　“もうパパとママにいわれなくてもしっかりとじぶんからきょうよりもっともっとあしたはできるようにするから　もうおねがい　ゆるして　ゆるしてください　おねがいします

　ほんとうにもうおなじことはしません　ゆるして　きのうぜんぜんできてなかったこと　これまでまいにちやってきたことをなおします

　これまでどれだけあほみたいにあそんでいたか　あそぶってあほみたいなことやめるので　もうぜったいぜったいやらないからね　ぜったいぜったいやくそくします”

　今年3月2日、親の虐待が原因で死亡した5歳の女の子が、両親にあてて書き残したメモの中身です。警視庁捜査一課は、6月6日に女の子の父親(33)と母親(25)を保護責任者遺棄致死の疑いで再逮捕しましたが、その際、女の子が書き残したというこのメモの内容を公表しました。

　この悲痛なメモは、女の子が毎朝父親に強いられてひらがなを練習していたノートに書かれていたそうです。女の子は、いったいどんな気持ちでこのメモを書いていたのでしょうか。想像しただけで、胸が締め付けられるように苦しくなります。

　さらに、筆者にとって特にショックだったのは「あそぶってあほみたいなことやめる」という一節でした。子どもにとって「遊ぶ」ということは、　決して「あほみたいなこと」などではありません。保育・幼児教育に携わっている者にとっては、子どもの「遊び」こそが「学び」であり、子どもは「遊び」の中から「学び」を得ていく、というのが共通認識だからです。

----------
こう語るジャーナリストの猪熊弘子さんは、長年保育の現場を取材し続け、保育の現状に大きな危機感を感じている。先日は弁護士の寺町東子さんと共著で『子どもがすくすく育つ幼稚園・保育園』を刊行した。その猪熊さんが保護者が園探しを始める夏休みの前に、わが子を守るためにぜひ知っておいてほしいことについて、短期集中連載で「危ない保育所・幼稚園」の見分け方をお伝えする。第一回は、命を失いかねない危険な園についての現実をお伝えした。第二回は上記の事件によりさらに危機感を現実のものとした、「子どもから遊びを奪う保育の恐ろしさ」について。
「文字を教えないのは時代遅れ？」
　少し前のことですが、ある人気保育士がブログに「保育園で子どもに文字を教えないのは時代遅れ」と書いて炎上したことがありました。

　幼稚園で学ぶべきことについて記されている「幼稚園教育要領」にも、保育園での「保育所保育指針」、認定こども園での「幼保連携型認定こども園教育・保育要領」にも、「保育者が文字を教える」などとはどこにも書かれていません。そこで保育者などから「なぜ資格を持っている保育士がそんなことを言うのか？」という批判が上がりブログは炎上したのです(そのエントリーはすでに削除されています)。

　国が定めた3つの「要領」「指針」の中には、子どもは「遊び」の中から学ぶものであり、「遊び」がとても大切であるということが明記されています。「遊び」をおろそかにすることは、「学び」をおろそかにすることなのです。

　数量、図形、文字などといった、小学生以上の「勉強」につながっていく分野についても、"遊びや生活の中で、数量や図形、標識や文字などに親しむ体験を重ねたり、標識や文字の役割に気付いたりし、自らの必要感に基づきこれらを活用し、興味や関心、感覚をもつようになる”ということがひとつの目標になっており、文字を覚えるように繰り返し練習させたり、ましてやドリルなどを使って覚えさせたり、ということは勧められていません。

　そのことを熟知している保育者たちはみな、子どもたちが豊かな「遊び」の機会を得られるよう、日々心を砕いて保育にあたっているのです。

　私自身、通算15年間にわたり、4人の子どもたちを保育園に通わせている間に、子どもたちが遊びの中から自然に文字を覚える姿を目にしてきました。たとえば、次女が年少児クラスで3歳だったある日のこと、夕方、保育園にお迎えに行くと次女はお友だちと一緒に「カルタ遊び」をしていました。当時、次女はまだ文字を読めないと思っていたので、「字が読めなくても、カルタ遊びはできるんですね」と先生に言うと、「おかあさん、彼女はもう字を読めますよ？」と言われ、驚いたこともありました。

　ほかにも、保育園で何度も読み聞かせてもらった絵本をそらんじるうちに、いつの間にか字を覚えてしまったり、覚えたての字を書いてみたいという願いがお友だち同士のお手紙ごっこに発展したり、文字を教え込むことなどしなくても子どもは自然に興味を持ち、遊びの中から学んでいく姿をたくさんみてきました。

　だからこそ、冒頭で書いた事件で、この父親が女の子に対する自らの虐待を正当化するために「遊び」を禁じ、「あほみたいなこと」と断じ、子どもにとっては楽しくもないひらがなの練習をさせることが「学び」だという大きな誤解に基づいて苦しみを与え、ついには女の子を殺してしまったことに怒りを禁じ得ません。子どもに最も大切な「遊び」を否定されて虐待の理由にされたことは保育・幼児教育の敗北のようにさえ思えてしまいます。本当に悔しくてなりません。

　同時に、この父親のように幼児教育を知らない人ではなく、保育所保育指針を読んでいるはずのプロの保育士が「文字を教えないのは時代遅れ」と言い切ってしまうことに恐怖を感じます。
勉強より「遊び」が大切
　「学びは遊びの中にある」ということは、保育・幼児教育の業界では一般的ですが、世の中を見渡してみるとやはり「遊び」よりも「勉強」が大切、という風潮があるように思えます。「勉強」とは、机に座ってドリルなどで読み書きを覚える授業形式のものだと考えているのでしょう。

　よく、幼稚園や保育園を選ぼうとしている保護者の方、あるいはすでにお子さんが幼稚園や保育園に通っている保護者の方から、「遊んでばかりの園で大丈夫なんでしょうか？」と尋ねられることがあります。私自身、いちばん上の子が保育園に通い始めた20年以上前には、同じように「うちの子は毎日こんなに遊んでばかりいて大丈夫なんだろうか？」と不安になったことがあります。

　しかし、実際にわが子の体験からいっても、そしてほかのたくさんの子どもたちの事例をみても、「遊んでばかりで大丈夫？」という思いは、親の杞憂に過ぎませんでした。園の時代にたくさん遊んでいたことで、さまざまな実体験から多くの知識を身につけ、友だち同士で協同して何かを作り上げることを学び、大人や友だちなど、他人との関わりも上手く築けるようになったように思います。

　ひらがなは小学生になってから最初の一学期間かけてゆっくり学びます。遊びを通してひらがなで書かれた自分の名前が読める程度にさえなっていれば、小学校に入学したときに遅れを取るようなことはないと断言できます。
子どもは時間を取り戻しに来る
　実際、遊びをとても大切にしているA幼稚園で、こんなエピソードをきいたことがあります。A幼稚園では、子どもたちは毎日、部屋の中では1年間を通して計画を立てた上で自由に創作に励み、外でも砂場で山を作ったり水を入れて泥水遊びをしたり、とにかく子どもたちがやりたいと思う遊びを大切にする保育が行われています。

　子どもたちはみんな実に楽しそうに、伸び伸びと自由に遊んでいて、彼らが作り出す作品はどれもオリジナリティにあふれた斬新なものばかりでした。

　住宅街にあるA幼稚園の周囲には、子どもたちを机に座らせてドリルをやらせるような、「お勉強」スタイルの幼稚園がいくつかあります。工作も自由に創作するのではなく、先生が目の前でなにかをやってみせて、子どもたちはそれを真似して作る、というような昔ながらの方式で行われている園です。

　小学生になってもA幼稚園の卒園児たちはよく、園に遊びに来るそうです。周囲の「お勉強」スタイルの幼稚園を卒園したお友達を連れてくることがあるのですが、「お勉強」スタイルの幼稚園卒の子たちは必ず、A幼稚園の砂場を見て「この砂場、水を入れてもいいの!?」と驚き、狂喜して泥遊びに興じるのだそうです。小学生とは思えないほど、異様にはしゃいで遊ぶ子が多いそうです。

　なぜかと言えば「お勉強」スタイルの幼稚園の子たちは、砂場に水を入れて泥遊びをすることを禁じられていたからです。異様なまでに泥遊びに興じる友人たちを、A幼稚園の卒園児たちは不思議そうな目で見守ります。彼らは在園中に思う存分泥遊びをしているので、小学生になってからそこまでしようとは思わないからです。

　そのエピソードを教えてくれたA幼稚園の園長先生は「子どもはそのとき必要なことをして遊ぶ。必要なのにやらなかったことは、後で必ず取り戻しにくる」と教えてくださいました。そう、子どもは必ず「失われた時間を取り戻しにくる」のです。成長の過程で発達に応じた必要な遊びをすることは、子どもの成長のための栄養なのです。
教わらなくても絵本や図鑑を読む子どもたち
　A幼稚園だけではありません。日本中の多くの幼稚園・保育園で、子どもたちが自由に遊び、遊びの中から学ぶ「プロジェクト型」とも呼ばれる保育が行われています。子どもたちは自ら知りたいと思ったことがあれば、自分たちの力で絵本や図鑑をときには図書館に行って探し出して読み、さまざまなものを真似て作り、地域の中にいる専門家の話を聞きにいき、自分たちの力で遊びから学びを紡ぎ出していくことができます。

　保育者たちは何もしないわけではありません。良い園ではいつも、保育者たちは子どもたちの声に耳を傾けています。その上で「ここでこれを用意してあげたら、きっと遊びが深まるだろう」というものを的確に用意し、地域の中の専門家に話しを聞くことが必要ならアポイントを取って面会の準備を整え、いつでも子どもたちが必要な学びを得られるようにしています。

　そういう保育をしているうちに保育者もワクワク楽しくなってくる、という話しを良く聞きます。保育者も子どもと共に学びを得て、育っていくのです。

　子どもたちをじっと机に向かわせて、保育者が理想とする子ども像を育てていこうとするような「お勉強」スタイルを続けている園もありますが、教育的効果は高くありません。いずれAIが人間に取って変わると言われる時代の子どもたちに必要な、創造性を育てることにはつながりません。
自由保育と「放任・放置」は違う！
ただ、ひとつだけ気をつけてほしいのは「自由保育」が「放任・放置」になっていないか、という点です。プロジェクト型、遊び主体の保育は多くの場合「自由保育」などと呼ばれていますが、実は保育をする側にとって
もっとも難しいのがこの「自由保育」なのです。子どもたちが自由に活動するためには、保育者のていねいな準備が必要になります。　自由に工作するためには、さまざまな材料を用意し、子どもが使いやすいように画材をセットしておかなければなりません。外遊びの場での「自由保育」も同じです。子どもたちにケガがないように園内環境を整え、遊具の点検をし、使いやすいように遊び道具を整理しておくなど、子どもの遊びを支える保育者の努力が必要です。

　さらに、子どもを遊ばせるだけで終わらせないために、子どもたちの遊びがどのように連続しているかをていねいに記録しておくことも求められます。そういった記録は、子どもの成長の証として保護者にも共有されるのが普通です。

　つまり、本当の自由保育というのは、「究極の設定保育」なのです。保育者は、子どもへの声かけの言葉ひとつ、その言葉かけのタイミングひとつから熟考しなければならず、絶えず勉強しなければなりません。

　前回の記事にも書いたように、中には「自由保育」とうたいながら、ただの「放置・放任」をしている園もあるのが現実です。

　保護者はその「自由保育」が学びにつながっているものか、単なる「放置・放任」なのかを見極める必要があるでしょう。

　子どもたちが「自由に遊んでいる」場面を見学するときには、保育者が子どもにどのような声かけをしているか、保育室の中にどのような遊び道具や絵本・図鑑が配置されているか、子どもたちが作ったものや考えたものが、どこにどのように展示されているか、といったことに注目してみましょう。

　展示についていえば、保育室の壁一面に、保育者たちが作ったかわいらしい動物の顔などを貼っているところよりも、むしろ、子どもたちが遊びの中で自由に作ったものが飾られているほうが、時には雑然としていても、子どもがどんな遊びをしているかが具体的に想像できるはずです。

　自由な遊びは、豊かな学びにつながるものですが、それは保育者が保育をしっかり学び、子ども一人ひとりに寄りそう中で、子どもとの協同で作り上げていくものなのです。子ども・保育者だけでなく保護者も、子どもたちの遊び=学びを育てていくために関わっていくべきでしょう。
https://headlines.yahoo.co.jp/article?a=20180716-00056563-gendaibiz-bus_all

・離婚後も双方に責任を…「共同親権」新制度検討（読売新聞・7月15日）
　政府が、離婚後に父母のいずれか一方が親権を持つ「単独親権」制度の見直しを検討していることがわかった。離婚後も双方に親権が残る「共同親権」を選べる制度の導入が浮上している。父母とも子育てに責任を持ち、親子の面会交流を促すことで、子どもの健全な育成を目指す。

　法務省は親権制度を見直す民法改正について、２０１９年にも法制審議会（法相の諮問機関）に諮問する見通しだ。

　１８９６年（明治２９年）制定の民法は、家制度を色濃く反映している。親権が子どもに対する支配権のように誤解され、児童虐待につながっているとの指摘もある。親権は２０１２年施行の改正民法で「子の利益のため」と明記されており、政府はこの観点から更なる法改正に着手する方向だ。

https://www.yomiuri.co.jp/national/20180714-OYT1T50133.html

・高校生以下の略取誘拐が増加傾向　下校時間帯に注意（朝日新聞・7月19日）
　警察庁が１９日、今年上半期（１～６月）の刑法犯認知件数を発表した。増加傾向にある略取誘拐の認知件数は、前年同期と比べて３９件増えて１６１件。未就学児、小学生、中学生、高校生の被害が、それぞれ前年同期を９～１８件上回り、１２４件に上った。下校時間帯に連れ去られて事件に巻き込まれることが多いという。
　新潟市西区では今年６月、小学２年の女児（７）が下校中に殺害される事件が発生。容疑者はわいせつ行為をする目的で、車で女児の背後からぶつかったうえで車内に入れ、連れ去ったとして起訴された。
　昨年３月には千葉県松戸市のベトナム国籍で小学３年の女児（当時９）が、登校中に車で連れ去られて殺害された。逮捕されたのは女児が通う小学校の保護者会会長だった。警察庁によると、昨年１年間の略取誘拐の検挙件数のうち、容疑者と被害者の面識があったのは４割で、今年上半期は５割だった。
　警察庁は町内会や学校の意識を高め、事件を起こしづらい地域にすることが重要としている。学校周辺や通学路で、子どもが被害にあう危険性が高い場所を点検し、自治体やＰＴＡ、防犯ボランティアと協力した見守り活動の必要性を呼びかけている。
https://www.asahi.com/articles/ASL7M46H5L7MUTIL02R.html?iref=comtop_list_nat_n02

・子どもの「疲れた」は熱中症のサイン　小児科医が警鐘（朝日新聞・7月21日）
　「疲れた」――。熱射病で死亡した愛知県豊田市の小学１年の男児（６）は、校外学習の道すがら、この言葉を口にしていたという。幼い子どもは体調が悪くても、うまく言葉にできない。小児科医は、子どものシグナルを敏感にくみ取って熱中症から守ってほしいと訴える。
　１７日午前１０時過ぎ、豊田市立梅坪小学校の１年生は約１キロ先の公園まで、約２０分かけて歩いた。気温は３２度超。市教育委員会や学校によると、亡くなった男児は「疲れた」と口にした。列から遅れ、２０代の担任教諭が手をつなぐこともあったという。午前１１時半に学校へ戻り、約２０分後に意識を失った。
　「どんどん顔色が悪くなった」。同級生の母親は、男児の帰りの様子を我が子から聞いた。別の母親も「帰りにふらふらとつらそうに歩いていたと、子どもから聞きました」。孫が校外学習に参加した６０代女性は「公園から帰って来る子どもたちを見たけど、みんな顔が真っ赤だった」。孫も「疲れた」と語っていたという。
　市内の小学校に勤める男性教諭（５０代）は困惑を隠さない。「子どもが『疲れた』と言うことはよくある。そのたびに校外学習や遠足を中止し、保健室へ行かせるのは現実的でない」
　市教委や学校は、男児が公園で遊び、学校に戻ると自力で２階の教室へ歩いていったと説明する。この教諭は「経験の少ない若い先生がほかの子に目配りしながら判断するのは難しかったのではないか」と話す。
　「『疲れた』は熱中症のサイン。６歳ぐらいの子どもや低学年の児童は語彙（ごい）が少ない。体が熱い、歩くのが遅い、動きが鈍いなど普段と様子が違う場合は、すぐ涼しい室内で休ませてほしい」。小児科医で、子どもの傷害予防に取り組むＮＰＯ法人「Ｓａｆｅ（セーフ）　Ｋｉｄｓ（キッズ）　Ｊａｐａｎ（ジャパン）」の山中龍宏理事長は指摘する。
　６歳ぐらいの子どもには、自分の体の状態を的確に判断し、表現することは難しい。炎天下で際限なく遊び続けてしまうこともあるという。山中さんは、環境省の熱中症予防情報サイトを参考にすることを勧める。気温や湿度、日射などから算出した「暑さ指数」がわかる。熱中症の危険性が最も高い「危険」の場合は、「屋外活動を控えるべきだ」と山中さんは訴える。
　「これから夏休み。外で遊ぶリスクを大人が知って、決して子どもたちに無理をさせないでほしい」
　豊田市教委は、当日の状況を改めて教職員らから聞き取り調査を始めており、検証結果としてまとめ、再発防止策に生かす方針だ
https://www.asahi.com/articles/ASL7N5HZBL7NOIPE01Q.html?iref=comtop_8_01

・「塀の中」の面接員　少年らの話聞く　篤志頼み、確保課題（毎日新聞・7月25日）
　刑務所や少年院に収容されている人たちに面接や指導を行う民間ボランティア「篤志面接委員」。刑務官や法務教官に相談しづらい悩み事に助言するなどの役割を担うが、「塀の中のボランティア」への認知度は高いとは言えず、なり手確保も課題だ。制度ができてから今年で６５年となり、支援組織は浸透を図るためＰＲを始めた。
　「あいさつする癖をつけると、コミュニケーションがとれるようになるよ」。５月下旬、会社社長で篤志面接委員の渡辺道代さん（７０）は多摩少年院（東京都八王子市）で１８歳の少年と向き合った。
　少年は傷害事件を起こして少年院に入った。この日の個人面接は３回目で、時間は１時間弱。院内の対人関係が嫌で「知らない人と関わりたくもないし、受け入れようともしたくない」と打ち明けた少年に、渡辺さんは「ここにいる人と親しくする必要はない」と前置きし、あいさつの大切さを説いた。
　篤志面接委員は「トクメン」と呼ばれる。渡辺さんは１９９１年に多摩少年院のトクメンになり、少年たちとの面接を重ねてきた。心がけていることの一つが「否定的なことは言わない」。矯正施設では、職員らから厳しいことを言われることが多い。面接で部屋に入るなり「先生に厳しく言われた」と泣き出した少年もいた。「だからこそ、『中間色』のトクメンは大事な存在。悩みを話した後、とてもいい顔になる」と渡辺さんは明かす。
　１９５３年５月、篤志面接委員制度が設けられ、トクメンが全国の矯正施設に配置されるようになった。だが、歴史はあるが、認知度は低い。委員も９８年まで２０００人台で推移していたが、その後減少し、２０１６年には約１６００人となった。委員の推薦などで新任が決まることが多いが、７０歳以上が委員の６５％を占め、今後のなり手確保が課題だ。
　公益財団法人「全国篤志面接委員連盟」は６月、都内であった刑務作業製品の展示即売会「第６０回全国矯正展」に初めてブースを出した。来場者にパンフレットを配り、活動内容をアピールした。連盟の室井誠一理事長は「委員数の減少と高齢化による危機感がある。社会的認知度を上げて活動を知ってもらい、多くの方に委員になってもらいたい」と話す。【後藤豪】
　【ことば】篤志面接委員
　法務省からの委嘱を受け、刑務所や少年院など全国の矯正施設で更生や社会復帰を手助けするボランティア。施設内で、個人的な悩みごと解決のための面接や、教養・趣味を高めるための教育指導などを行っている。職業は宗教家や教育者、元公務員など多岐にわたる。
https://mainichi.jp/articles/20180725/k00/00e/040/270000c

